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○委員長（前田せつよ） 

  皆様、こんにちは。ただいまの出席委員は１１名です。 

  定足数に達しておりますので、これより予算特別委員会第１日目の会議を開会い

たします。 

午前１１時３５分 

○委員長（前田せつよ） 

  本特別委員会では、付託されました議案第２０号 令和７年度開成町一般会計予

算についてから、議案第２７号 令和７年度開成町下水道事業会計予算についてま

での８議案の審査を行います。 

  進め方について、日程案に沿って御説明をさせていただきます。日程表を御覧く

ださい。 

  本特別委員会では、所管の各課、室、局を第１ブロックから第６ブロックに分け

て審査を行います。本日第１日目は、一般会計予算のうち第１ブロックから第２ブ

ロック、第３ブロック、第４ブロックの順で、ブロックごとに所管する歳入歳出予

算について詳細質疑を行います。 

  １１日の第２日目のブロックについては、本日に引き続き一般会計予算について、

第３ブロックから第４ブロックと訂正させていただきます。そして、各特別会計、

企業会計について、第５ブロック、第６ブロックの順で詳細質疑を行います。 

  １２日の第３日目は、各ブロックの詳細質疑が終了しておりますので、委員会で

の討論及び採決を行う日程としております。 

  なお、質疑の進行状況などによりまして適宜日程を変更することも予測されます

ので、御承知おきください 

  お諮りします。本予算特別委員会の審査日程につきましては、ただいま御説明い

たしました日程とすることに御異議ございませんか 

 （「異議なし」という者多数） 

○委員長（前田せつよ） 

  御異議なしと認め、日程が決定いたしました。 

  審査に入ります。 

  議案第２０号 令和７年度開成町一般会計予算についてを議題といたします。 

  委員の皆様にお願いいたします。審査に際しましては、議事の整理上、「委員長」

と発声し、挙手をしていただき、指名された後にマイクのスイッチが入っているこ

とを確認の上、発言をお願いいたします。質疑は、ブロックごとに歳入歳出併せて

行います。 

  歳入は、歳入歳出予算書、款、項、目、節、細節欄、歳出は、款、項、目、事業

欄に所管課が記載されておりますので、参考としてください。また、質疑の際は、

予算書のページ数、歳入は款、項、目、節、細節、歳出は、款、項、目、事業名を

明示してください。 

  説明員として出席の班長に申し上げます。発言を求める場合は「委員長」と発声
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し、挙手をしていただき、指名された後にマイクのスイッチが入っていることを確

認の上、課名と名前を述べてから発言をお願いいたします。 

  では、第１ブロック、企画政策課、総務課、財務課、税務窓口課、出納室、議会

事務局の所管に関する歳入歳出予算について詳細質疑を行います。それでは、質疑

をどうぞ。 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  １番、清水です。 

  ３０ページ、１６款財産収入、土地建物等貸付収入、９５０万３，０００円、こ

れは前年度比５７５万２，０００円の増で倍以上となっております。こちらは説明

にあったかどうか、聞き漏らしたかもしれませんが、駅前周辺地区の買収済みで空

き地になったところを何か貸しているというところでよろしかったでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  財務課班長。 

○契約管財班長（遠藤 徹） 

  財務課、遠藤でございます。 

  こちらは財産収入ということで、町有地の貸付けを行っているところがございま

す。主なところは駅の東の町有地が最大の金額になりますけれど、その他、高台病

院に係る貸付けであったり、その他２か所ないし３か所の貸付収入となっておりま

す。 

  説明は以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  こちら、駅前通り線なのかとお伺いしましたのは、そちらが今、事業が進んでい

ることで、今後、この数、予算書上も増えていくのではと思ったところがございま

す。そして、今、そのエリア内においては既に公共用地というところが空いており

まして、トラロープが張られ、その他の用地も事業用地であると事務的に表示され

ている状態です。事業促進の観点から、外から見ても事業が着実に進んでいること

を見せる工夫があってもよいのでは考えましたが、そちらのお考えについて伺いま

す。 

○委員長（前田せつよ） 

  財務課班長。 

○財政企画兼財政調整班長（永松功次） 

  財務課の永松です。ただいまの委員の質問にお答えいたします。 

  すみません。先ほど財産収入の増がおおむね５００万円程度ということで御質問

いただいたかと思うのですけれども、こちらの増要因につきましては基金の運用益

ということで、ページで言いますと次の３１ページです。こちらの基金運用収入と
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いうことで、こちらが７２０万円ということで、前年度比５００万円程度増えてい

ると。ここが主な増額要因となってございます。 

  増の要素としましては、昨年度からになりますけれども、基金現金の運用、債権

ですとか定期預金になりますけれども、こういったところの運用を始めております

ので、これに伴う運用益の増ということで御理解いただければと思います。 

  それから、１点補足させていただきますけれども、駅前通り線の関係で言います

と、そういったところの土地の収入に関しては特別会計側で歳入がございますので、

そちらで御確認いただければと思います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  よろしいですか。 

  ほかに質疑、ございませんか。 

○委員長（前田せつよ） 

  はい、１番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  ４８ページ、２款総務費、１項総務管理費、６目企画費、事業名、公共交通対策

関係費、２１万２，０００円です。前年度が２万８，０００円と額面だけでは約１

０倍増となっているのですけれども、事業概要を拝見しますと町イベント関連で増

額しておりまして、その他の内容に関しては前年度と変わらないと読めます。今、

コロナが収まりを見せて開成駅利用者数は増加傾向にあって、いよいよ快速急行も

開成駅で止まることになります。この機会をしっかり捉えて要望活動にも力を入れ

ていっていただきたいと思いますが、この予算額で可能なのか、意気込みとともに

伺いたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課の大石です。 

  今、御質問いただきました公共交通対策関係費につきまして、増額要因としまし

ては報償費の部分、それから費用弁償の部分が主な増額要因となっております。今

年度につきましては、１１月の補正予算でこの部分を増額いただいた部分になりま

すが、増額の要因としましては、法律に基づきます地域公共交通会議というものを

設置したというところが大きな要因となります。 

  地域公共交通会議に関しましては、法律が２つございまして、道路運送法に基づ

く地域公共交通会議、それから地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づ

く法定協議会、この２つの政策を併せ持つ組織として設置したものでございまして、

公共交通事業者、また、そういった団体、それから国土交通省の関東運輸局、神奈

川県の交通部門、そういったところも入った協議体になりますので、その中には、

通常はバス交通、タクシー交通だけでいいという決まりにはなってございますが、



－２５５－ 

小田急電鉄さんにも御参画をいただいているということがありますので、広く、こ

ういった場で意見を交わしながら開成町の公共交通の在り方について検討を進めて

いく、協議をしていくということになっております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  要望活動の取組というのは、今後、折に触れて組み込んでいただくように要望し

たいと思います。 

  こちら、企画費全体で見ますと、今回は町制施行７０周年記念事業費８００万で

すとか、移住・定住促進事業費３５３万という目立つものが含まれていますが、合

計１，０００万以上が含まれていますのに、企画費全体では１２６万円しかという

印象です。１２６万円増となっております。昨年は総合計画策定が５００万ほどあ

りましたが、やはり７０周年記念事業に関することもありました。差し引くと、や

はり目立つ記念事業費や移住・定住促進事業のほか、広域連携や公共交通機関の要

望活動といった外部発信ではない地道な事業について、もっと積極性が見られる予

算立てだとよかったのではと思っております。 

  広域連携推進関係費４３万１，０００円、こちらは前年度から食糧費１１万円が

増えた金額となっていて、その他の負担金の項目など金額は変わってございません。

総合計画の整合性を図るに当たり、総合計画のほうでは、町民サービスの向上を図

るためには市町村の枠組みを越えた広域連携の充実を図る必要があると現状を課題

視しています。その取組としての調査研究を、災害時の相互応援体制とか子ども体

験よりも優先順位を高くしていらっしゃいます。この姿勢を今回の予算でどう裏づ

けされるのか、そちらを伺います。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼企画政策課長。 

○参事兼企画政策課長（岩本浩二） 

  お答えをいたします。 

  予算で見るとなかなか内容的に進んでいないように見えてしまうかもしれません

けれども、そこは７０周年きっかけの企業の連携もそうですし、広域連携とすれば、

１つ上げれば、地域公共交通で言うと近隣の市、町と連携して東西軸の新たな交通

をつくっていこうという動きも既に出ております。 

  広域連携、なかなか事業として具体的になってこないと予算書には表れてきませ

んので、先ほど冒頭で委員おっしゃったように、地道な取組の中で新たな展開を水

面下できちんとつくっていけるように、予算書には出てこなくて大変恐縮ですが、

広域の中で様々な連携、それと合わせて企業との、民間との連携等もきちんとしな

がら、町の政策については積極的に進めてまいりたいと考えております。 

  以上です。 
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○委員長（前田せつよ） 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  ５番、武井です。 

  ３１ページのふるさと納税のところです。１億８，０００万となっております。

ここ数年、少しずつ下がってきているなというところは承知しているところではあ

るのですけれども、寄附をどういうふうに使っていこうかというところ、そして返

礼品なしの寄附というところが、どうもウェブサイトとか、そういったものを見る

と、あまりにもシンプル過ぎるのではないのかなと。「開物成務のまちづくりに使

います」と。多分、開成町の一部の人は分かるかもしれませんけれども、なかなか

分かりづらかったりとか。 

  あとは、返礼品なしの寄附にしても、全国的に見ると、物すごく細かいところで

「これに使いたいのです」という思いがすごく出ているところがたくさんあるわけ

ですよね。その辺りが今回入っていたらよかったなと思うのですけれども、どうい

うお考えでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼総務課長。 

○参事兼総務課長（山口哲也） 

  それでは、武井委員の御質問にお答えいたします。 

  ふるさと納税、御存じのとおり、共通返礼品の取扱いが年々減少して少し下がっ

ているという状況でございます。令和７年度につきましては、中間事業者、これを

一新いたしまして、現在、激戦区と言われる九州で非常に実績を上げている企業に

変更していくと、このように考えてございます。寄附を検討されている方に訴求で

きるようなデザインに変更して、発信力を高めていきたいと。 

  また、今、委員の御発言にございました寄附の使途、現在は特定目的ではなく、

広く一般に使えるような寄附とさせていただいております。こういったことも、今

後は使い道等を検討させていただけたらと思っております。 

  また、クラウドファンディング型、いわゆる返礼品なしのクラウドファンディン

グ型の寄附というのも、これは併せて検討してまいりたいと、このように考えてお

ります。 

  以上になります。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下純夫です。 

  ページ数２２ページ、１４款、２項、１目、１２節の地方創生交付金のところな

のですが、ここが、さらに細かく見ていくと、物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金のほうは給食費の給食事業会計の繰出金ということで９５０万ほどついてい
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ますが、その下のデジタル田園都市国家構想交付金、昨年度は２４５万円ほどつい

ていたのですけれども、今回、今年は０になっています。昨年を見ると、広報広聴

事業、それからブランディングに充当しますよということまで書かれているのです

けれども、これは、どこかほかのところに行ったのか、あるいは本当に要求してい

ないというか、使う予定がないということであれば、その事情等を御解説いただけ

ればと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○広報広聴班長（瀬戸弘夢） 

  企画政策課、瀬戸でございます。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  御指摘いただきましたデジタル田園都市国家構想交付金につきましては、令和５

年度の末の時点では、神奈川県と近隣の２市８町とで共同で県西地域活性化プロジ

ェクトという形で第３期目の地域再生計画を国に提出して、その交付金を活用して

６年度以降の３年間、事業を行っていく予定だったのですが、結果としては不採択

ということで。当初、充当しようと思っていたのですが、事業自体は実施をしたの

ですけれども、結果的には交付金が充てることができなかったということでマイナ

スということになってございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  よろしいですか。 

  ほか、質疑ございませんか。 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  ４８ページ、先ほどと同じところですけれども、２款総務費、１項総務管理費、

６目企画費の中の移住・定住促進事業費です。その中の説明、３５３万１，０００

円ですけれども、事業概要のところには、プロモーションブックの制作や移住お試

しツアーの開催、各種移住相談会への出展、移住セミナーへの参加などに取り組む

と。力を入れている様子がうかがえますけれども、こちらのシティプロモーション

的な動きとして移住・定住促進のターゲットとなる属性、例えば子育て世代をター

ゲットにするですとか、そのようなところを定めていらっしゃるのか、まず、お伺

いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課、大石です。御質問にお答えをいたします。 

  現時点においては、来年度の取組に向けて実際に移住された方々のインタビュー

というものを今、既に開始をしているところでございます。そういった中で出てき

たキーワードというものを含めて、先般の一般質問でもいただいておりますが、ペ
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ルソナの設定ということに取り組んでいきたいと思っております。 

  我々、実際、予算上の想定としてというお話で、インタビューの結果、変わる可

能性は当然あるのですが、想定としては都市部からの移住、それから子育て世帯、

利便性、食や水、空気、景観、緑など、生活といったところを重視している層、そ

ういったところを念頭にいろいろな発信の仕方。特に、子育て、教育の分野の発信、

見学ですとか、住宅メーカーとかと連携した物件の見学ですとか、また、瀬戸屋敷

でのかまど炊き御飯だとか農業体験など、そういったものも組み合わせながら発信

をしていきたい、ツアー、プロモーション活動を行っていきたいと考えてございま

す。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  こちらの説明のほう、右のほうの説明を見ますと、移住お試しツアー体験施設使

用料ですとか移住プロモーション出展料もありまして、そのような属性がまだこれ

からということであっても、お試しツアー内容は既に場所も決まっているような記

載なのですけれども、こちらはどのような内容をお考えでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課の大石です。 

  少し重複する御回答になるかと思いますが、現状では瀬戸屋敷でのかまど炊き御

飯の体験、農業体験など、開成町の生活の利便性だけではなくて、農村景観ですと

か農村環境、そういったことを重視した方々に移住してほしいなという思いがあり

ますので、そういったものを想定して予算は組んでおりますが、繰り返しになりま

すが、ペルソナの設定等をしていく中で多少、予算の中で変容させていくというこ

とはあり得ると考えてございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  第１ブロックの質疑、委員の皆様、おありになる方、挙手願います。ありがとう

ございます。 

  ここで暫時休憩といたします。再開を１３時３０分といたします。 

  午前に続き、午後は引き続き第１ブロックの所管に関する質疑を行いたいと思い

ます。 

午前１１時５５分 

○委員長（前田せつよ） 

  再開します。 

午後１時３０分 



－２５９－ 

○委員長（前田せつよ） 

  引き続き第１ブロックの質疑を行います。質疑をどうぞ。 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  ５番、武井です。よろしくお願いします。 

  ４３ページの中頃から下になります。ＬＩＮＥのことが書いてあります。まず、

ＬＩＮＥの公式アカウント運用保守業務委託料が１１８万８，０００円、ＬＩＮＥ

公式アカウント決済機能使用料６万６，０００円とあります。ここの事業について

少しお伺いしたいのですが、現在、ＬＩＮＥの登録が昨日ぐらいで４，３４０人ほ

どでしょうか。開成町の人口が今は１万８，７６５人ですから、約２３％が登録し

ていただいていると。近隣では、登録率は比較的高いとは思われます。プッシュ型

の非常によいＳＮＳだとは思っておりますが、来年度、令和７年度に何か目標とか、

そういったものがある活動をしようとされているのでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○広報広聴班長（瀬戸弘夢） 

  企画政策課、瀬戸でございます。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  今、委員のほうでおっしゃっていただいたとおり、約４，３００人の方が町の公

式ＬＩＮＥアカウントに御登録をいただいておりまして、今年度に入ってからおお

むね１，０００人ほどの方が新規で登録いただきました。ですので、パーセントの

伸びとしては３５％ほど伸びている状況でございます。これはＬＩＮＥの機能拡張

によるところが大きいのですが、引き続き機能、様々なメニューを使っていって、

より便利さを感じていただいて、多くの方に登録をしていただこうと考えておりま

す。 

  具体的な伸び率ですとか人数というものは定めてございませんが、毎月毎月、ど

れくらい増えたかというところは管理しているところですので、引き続き登録者数

の増加に努めてまいります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  昨年１年間で１，０００人ほど伸びたと。３５％ほど伸びているのではないかと

いうことなのですが、これといった目標は定めてはいないと。ぜひ、目標を定めて

ほしいなという活動をしていただきたい。ＳＮＳの発信、プッシュ型の効果が一番

高いと存じ上げているのが、もちろん山神町長だと思っておりますので、ここは大

切だと思います。 

  ちなみに開成町、近隣では比較的高いかもしれませんけれども、私が知る例えば

長野県の小布施町、人口１万９４７人ですけれど、３０．７％登録されています。
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全国でも非常に高いところが静岡県浜松市、７８万２，６８５人の人口の５５％が

ＬＩＮＥを登録されていると。これは、様々な登録者数を上げる努力をされている

と。これは、上げることによって、登録してもらうことによって、やはり防災絡み

だとか、そういったものの通知がより広くやっていけるということで取り組まれて

いると思います。ですから、ぜひ、そういったところを研究しながら目標を持って

来年度、取り組んでいただきたいなと思いますが、改めていかがでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○広報広聴班長（瀬戸弘夢） 

  企画政策課、瀬戸でございます。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  やはり、特に防災等のことに関してはプッシュ型のＬＩＮＥというＳＮＳが非常

に重要だと私どもも考えてございまして、町民の登録率を上げるということは非常

に重要だと思っております。ただ、最終的にどれくらいの登録者数を定めるのかと

いうところを、まず決めた上で、この年には何人までという形で順を追って目標を

立てていきたいと思います。ありがとうございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下純夫です。 

  ページ数が４８ページになります。２款、１項、６目の事業名は移住・定住促進

事業費のところ。午前中も同僚議員から当該箇所に係る質問が出たと思うのですが、

改めて少し、そこについて質問をさせていただきます。 

  まず、制作するものがポータルサイト、これは今どき普通にあると思うのですが、

あとプロモーションブック編集業務委託料ということで、ブックですね。紙の本だ

というふうに理解をしておりますが、なぜ、紙の本を作るという１つの結論という

か、その手法を選択したのかというところと、この金額ですと、そうそう多い数だ

とは思わないのですけれども、どういうセレクトの仕方。先ほど転入してこられた

方に対するペルソナの聞き取り等もやっているという答弁もありましたけれども、

そうしたあたりを少し具体的に御回答いただけますでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課の大石です。お答えをいたします。 

  今お尋ねいただきましたプロモーションブックに関しましては、予算書で言いま

すと移住・定住プロモーションブック編集業務委託料４９万５，０００円に加えて

需用費の印刷製本費、こちらで印刷自体はやっていくということになりますので、

もう少し金額としては大きいものになります。 
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  その前提でお話をさせていただきますが、移住・定住、非常に間口が広い。で、

最終的には、ただ、個別の相談になってくるというところがございますので、まず

間口の部分としてサイトをつくるというデジタル側と、それからセミナーですとか

移住相談会等々を通じて開成町をしっかり知ってもらうための紙媒体というのも必

要であろうという判断の中で、今回はデジタルのものも紙のものもつくっていくと

いうことで選択をしたものでございます。 

  今お尋ねがありましたけれども、どういったものをというのは、先ほど午前中に

もございましたが、今、インタビューを実施しているところがございますので、し

っかりペルソナ、それからカスタマージャーニーみたいなものをしっかり定めた上

で、どういったライフスタイルが開成町であれば実現できるのか、特に、先輩移住

者がこういうプラスのライフスタイルを実現したということがしっかり表現できる

ようなブックにしていきたいと考えてございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下です。 

  行政側から「カスタマージャーニー」なんていう言葉が出てくると、非常に、ず

っとマーケティング畑を歩いてきた人間としては、うれしいなと思います。 

  様々、今、調査をされている中で、もし今後、ほかに、飛び道具とは言いません

けれども、例えば近年ですとお笑い芸人をこの町に住んでいただいてとか。そうす

ると、発信力が各段と上がります。調査・分析した結果、そういうことがあれば、

補正を組んででもそうした予算を獲得して、転入増に向けて進んでいってほしいな

という思いはありますが、そこまでのことをやるという決意を持って臨んでいただ

いているとは思うのですけれども、その辺の意気込みというと何となく感覚的なも

のになりますけれども、そうした先々のプランニングの計画性と、今、語っていた

だける部分があれば、御答弁いただければと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課の大石です。御質問にお答えをいたします。 

  現時点で想定しているものは当初予算に組んでいるという前提はございますが、

少し移住者へのインタビューというところだけを今、私のほうでも答弁をさせてい

ただいていますが、そのほかの取組として、小田急電鉄さんの調査研究部門と、開

成町の愛着ですとか幸福度というものを、我々の意識調査の結果ですとか小田急さ

ん側が持っておられるアンケート項目の結果から、いろいろ分析を今、実は、し始

めております。そういったものの中で、どこに力を入れていくかというのは当然出

てくるかと思いますので、それを踏まえて補正なのか翌年度の事業なのかというと
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ころでは常に反映をしていきたいと考えてございます。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  ４番、井上慎司です。ただいまの同僚議員の質問に関連して、質問させていただ

きます。 

  プロモーションブックあるいはポータルサイトの部分なのですけれど、１０年前

の町制施行６０周年記念事業のときに町をブランディングするというところでは、

当時、３００万円でしたっけ、予算取りをされて、ブランディングを６０周年の記

念で行ったと承知しておるところなのですが、そのときにも６０周年記念というこ

とでフォトブックを制作されたのではないかと思うのですが。 

  今回、３５３万という予算の中で、当時のブランディングと同じような予算取り

をしながら移住・定住を促進していくというところで、ここには「町のブランディ

ング」という言葉は入っていないのですが、これは対外的に移住促進をするためだ

けの取組なのか、あるいは既存の町民の皆さんが自分の町に誇りを持ってもらえる

ようなブランディング確立という側面も持っているのか、まず、そういった部分を

伺います。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課の大石です。 

  移住・定住促進事業の中で作りますプロモーションブック、当然、根底には「田

舎モダン」というブランディングのコンセプトが流れたものというふうには考えて

ございますが、基本的には、やはりターゲットに対してしっかり刺さっていくもの

ということを考えますと、内容としては移住・定住というものに特化した形にして

いきたいと思ってございます。 

  ただ、当然、７０周年の中でも「田舎モダン」を、さらにキャッチコピーとして

「もっともっと田舎モダン」というようなこともうたっていますので、移住施策に

かかわらず、観光ですとか、ふるさと納税ですとか、広報広聴シティプロモーショ

ン、様々な分野の根底としてブランディングの取組は引き続き進めていきたいと考

えてございます。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  ブランディングも兼ねた中で取り組まれていくということで、承知いたしました。 

  ブランディングという部分では、町制施行７０周年記念事業で８００万円を計上

されていますが、これは別々で予算計上はされているものの、何かうまく組み合わ

せながら広く周知していくような方法も採れるのではないのかなと思っているので
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すが、これは、あくまで独立した事業としてやっていくのか、今後、町制７０周年

の中のブランディングの取組として、大きい枠として１つのこととして取り組んで

いくのか、そこを伺います。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課の大石です。 

  少し重複する御回答になるかと思いますが、ブランディングの取組というものは

根底にあるものとして、予算事業名で言いますと、企画政策課で言いますと、シテ

ィプロモーション推進事業ですとか町制施行７０周年記念事業、それから移住・定

住促進事業、全てブランディングのベースの上に成り立つ事業だと捉えていますの

で、企画政策課の中で主体的に。また、庁内にはプロジェクトチーム等もあります

ので、そういったものとしっかり連携しながら進めていくという考えでございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  １０年前から行ってきたブランディングが形をなしてきて、町民には、もう「田

舎モダン」という言葉が十分浸透しているかと思います。そういった中で１０年目

の節目として、これからは外側にうまく発信していけたら、よりよいブランディン

グ活動ができていくのかと思うのですが、最後に町長、そういったブランディング

や外への発信について、今年度、町制施行７０周年という部分も踏まえながら、意

気込みがあればよろしくお願いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  大方、大石のほうから説明させていただいたとおりではありますけれども、基本

といたしまして、人と自然が調和した田舎モダンのまちというコンセプトを、この

７０周年の事業並びに移住・定住の事業を通じて、改めていろいろと発信していき

たいと思っております。先ほどＬＩＮＥのお話とかもありましたけれども、ＳＮＳ

等もフル活用したり、あと、イベント等を通じても、そういった町のコンセプトと

いうことをより一層、主に町外の方にお伝えできるように、より一層、力を入れて

頑張っていきたいと思っております。よろしくお願いします。 

○委員長（前田せつよ） 

  ８番、寺野委員。 

○８番（寺野圭一郎） 

  ８番、寺野でございます。 

  同じところ、４８ページ、２款総務費、１項総務管理費、６目企画費、事業名、
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町制施行７０周年記念事業費、担当、企画政策課になります。８００万円のところ

です。実行委員会に補助金という形で、細目が書かれておりませんけれども、今、

おおよそで構いません、何に幾らぐらい使っていこうかなというところが今決まっ

ている、もしくはこれから計画していこうというものがあれば、お教えいただけま

すか。 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課の大石です。 

  町制施行７０周年記念事業ですが、実行委員会を主体に行っていくという前提で

大きく分けて５つの事業で構成をしてございます。１つ目は、もう今年度、既に行

っておりますが記念式典。２つ目は実行委員会が主催する記念事業。３つ目として

は、町または他の実行委員会が実施するイベント、または既存イベントを充実させ

るようなもの、いわゆる冠事業と言われるもの。それから、４番目としては、町民、

団体、企業等と連携して実施していく連携提案事業。５つ目として、７０周年また

は７０周年を好機と捉えた広報ＰＲ事業というものになります。 

  令和７年度におきましては、今申し上げたうちの２つ目の実行委員会の主催イベ

ント、それから４つ目の町民、団体、企業等と連携して実施する連携提案事業、５

目に上げました広報ＰＲ事業、こちらは町補助金を使いまして実行委員会予算で実

施をしていく計画になってございます。 

  申し訳ないところは、まだ実行委員会が済んでいないというところがありますの

で、ちょっと詳細を申し上げることができないのと、あと、今回重視している点と

して企業との連携ということを重視しておりますが、かなり調整中で確定していな

い要素があるので、６０周年のときの予算額というのをベースに８００万という額

を出したというところはございますが、一例を御紹介させていただきますと、実行

委員会の主催イベントとしては、ＮＨＫの子ども向け番組の巡回公演を誘致できな

いかとかプロスポーツの観戦ツアーができないか、こういったものも企業と連携を

しながらやっていきたいと考えております。 

  それ以外に、午前中、本会議でも御質問いただいていますが、町民企画事業とし

てジャズフェスティバルですとかアウトドアシアターなどの提案を頂いて採択して

ございますので、そういった中に補助金を出しながら、また、広報ですとか実際の

運用に関しては我々も連携をしながら進めていきたいと考えてございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ８番、寺野委員。 

○８番（寺野圭一郎） 

  ８番、寺野でございます。 

  明確な御回答をいただきまして、ありがとうございます。最後のほうで広報とい

うところ、結構言葉で出ておりました。実は、町制施行７０周年の記念動画、山神
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町長がグラウンドで走っているですとか、あとカウントダウンフォトです。これは

とてもいい取組かと思いまして、私も自身のＳＮＳで結構シェアさせていただいて

はおりました。ただ、それは２月１日当日を迎えるところまでというところなのか、

また、この期間中も何か戦略を考えて見せていくというような動画のプロモーショ

ン等々を含めて考えていらっしゃるか、少しお答えいただけますか。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課の大石です。お答えをいたします。 

  広報ＰＲ事業として、まだこちらも調整中ということはございますが、放送系の

大学のゼミ生徒と協働して何かＣＭですとか、もしかすると映像ではなく音とかに

なる可能性はございますが、ちょっと大学連携ということも意識をしながら事業を

考えてきたいということで実行委員会予算の中では考えているところでございます。 

○委員長（前田せつよ） 

  ８番、寺野委員。 

○８番（寺野圭一郎） 

  ありがとうございます。 

  ちょっと見方を変えさせていただきます。２月１日の記念式典時に私どもも参加

をさせていただきまして、配付をされた紙袋ですとかクリアファイル、飲料水、こ

のデザインですね、私、このデザインが物すごく好きでして、ほかにも何か使えな

いかなということで思ってはいるのですけれども。もちろん庁舎の入り口にもバナ

ーが飾られておりますので、７０周年ですよと、こういうデザインでいきますよと

いうところ。 

  ただ、ここで終わってしまってはというところがありますので、今後も何か、例

えばですけれども、町から発送する封筒にこのデザインを採用するとか、あとは名

刺ですとか町が７０周年であるということを認知させるようなＰＲ、販促物とか、

そういったものに８００万円のうちから幾らか使っていくような計画はございませ

んか。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○戦略班長（大石卓哉） 

  企画政策課、大石です。 

  御質問いただきました７０周年式典の際に使用したデザインの活用ということに

関しては、我々も少し式典まで準備をしてくるというところに重きを置いていたと

ころがあって、なかなか、その後という展開をまだまだ想定し尽くしていないとこ

ろがございますので、今、委員がおっしゃっていただいた名刺ですとか様々なイベ

ントを通じて、このデザインを使って統一感を出していくとか発信力を高めていく

ということは考えていきたいと思ってございます。 
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  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ９番、佐々木昇です 

  ページ４７ページ、２款総務費、１項、６目、事業、総合計画審議会関係費。ち

ょっと勘違いだったら申し訳ないのですけれども、私、この事業、総合計画の策定

時以外に、この取組、今までになかったと認識しているのですけれども。事業概要

に第六次開成町総合計画（主に行政経営）を進捗管理するための審議会等の開催と

いうところでございますけれども、勘違いではなく新たな取組ということでしたら

詳細を伺いたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○企画班長（奥原啓太） 

  企画政策課、奥原です。ただいまの委員の質問について、お答えいたします。 

  委員おっしゃったとおり、令和７年度から第六次開成町総合計画が始まるという

ところで、今まで総合計画審議会というものは策定時のみ関わっていただいていた

というところがございますが、大きくは、この予算にも計上したとおり、今後は第

六次総合計画の進捗管理について総合計画審議会のほうで見ていっていただくと。

主に今回、１章から７章、最後に星マークのところの行政経営のところがあります

が、そこの部分について審議会のほうでやっていけたらというところで、新たな取

組ということで、こういった計上となっております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ありがとうございます。総合計画策定時の審議会さんなのかもしれないのですけ

れども、改めて構成メンバーをお伺いしたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○企画班長（奥原啓太） 

  企画政策課、奥原です。ただいまの委員の質問について、お答えいたします。 

  構成メンバーということですが、現条例の中では教育委員さん、農業委員さんを

はじめとして、ほか、今、今回の策定時で言うと１３名の方がいらっしゃったわけ

ですけれども、学識経験者が七、八名、あと公募で３名程度の方を今回の場合は構

成したわけですけれども、７年度からにつきましても基本的に大きく変更する予定

というのは今のところございません。 

  以上です。 
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○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ちょっと似たような質問になるかもしれませんけれども、この取組の効果を町は

どのように期待しているのか、お伺いしたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  企画政策課班長。 

○企画班長（奥原啓太） 

  企画政策課、奥原です。ただいまの委員の御質問について、お答えいたします。 

  どのような効果というところではありますけれども、今までも企画政策課の中で

は、担当課としては、例えば、行政改革の分野ですとか、あと地方創生の分野です

とか、そういったところでは、町民の方が含まれた、外部の方が含まれた委員で構

成された会議等でも町の事業というのは一切評価していただいたことがないわけで

はなく、今回、総合計画で新たに設けた審議会で７年度から設けるという部分は、

そこと。今までも全くしていないことではなく、繰り返しになってしまいますが、

新たな六次総合計画が始まるに当たって、各政策、施策、そして実施計画等の進捗

状況というのを確認していただいて、その辺の意見をいただきながら事業を進めて

いけたらなというところで考えておりますので、その辺を期待しているというとこ

ろです。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  ４番、井上慎司です。 

  １２ページ、１３ページ、１４ページ、３つのページにまたがる部分になります。

歳入の町税の徴収対策です。この部分の滞納繰越分についての質問になります。こ

の部分、毎年質問しているところなのですが、個人町民税、固定資産税、軽自動車

税、こちらにおいて、次年度予算では滞納繰越が全般に減っております。これは令

和６年度の徴収状況を反映してのこととは思いますが、令和６年度の滞納自体が減

っているのか、あるいは不納欠損が発生しているのか、まず、ここをお伺いいたし

ます。 

○委員長（前田せつよ） 

  税務窓口課班長。 

○徴収対策班長（北原慎也） 

  税務窓口課、北原でございます。ただいまの質問にお答えいたします。 

  おっしゃるとおり滞納繰越額が予算上、減らしているところですが、こちらは、

いわゆる滞納額が減少している、不納欠損の増加ではなく滞納額が減っているとい

う御理解をいただければと思います。 
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  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  しっかりと徴収業務がなされているところで、安心したところであります。ここ

には継続的な御努力があることと、大変高く評価しております。これまでの経緯と

しては、県から出向されていた方が徴収業務の高い徴収率を得るためのノウハウを

残していってくれたこと、あるいは町としては初めての差押えを行ったこと等、経

緯としては承知しているところなのですが、今の開成町の税の徴収業務においては、

現在、課題はないという認識でよろしいでしょうか。もし課題があれば、お聞かせ

ください。 

○委員長（前田せつよ） 

  税務窓口課長。 

○税務窓口課長（奥津亮一） 

  それでは、ただいまの委員の御質問にお答えをさせていただきます。 

  まずは徴収に対しまして、こちらの取組に対して、お褒めいただきましてありが

とうございます。我々も税の公平性というところを観点に、常日頃から取り組んで

いるところでございます。 

  今おっしゃられたところにつきまして、課題というところでございますけれども、

まず、やはり滞納者は複数おりますので、お一人お一人の状況を確実に捉えるとい

うところ。あとは、今、徴収対策については全庁的に、税や料をやっているところ

については全庁的に取り組んでおりますので、そちらとも連携を図りながらという

ところ。そういったところを課題の１つとして、より一層取り組んでいきたいと考

えてございます。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  できればゼロに向けて取り組んでいくという部分に関しては課題が残ることかと

思いますが、年々減少していっているというところで継続していっていただけたら

と思うところが１点と。あとは、必要に応じて、御家庭に合わせた福祉へつなぐ等

の取組をしっかりやっていただきたいところと、あと、場合によっては納税の猶予

申請等にもしっかりつないでいただいて、不納欠損が今後も発生しないような取組

をしていっていただきたいと思います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  答弁はどうですか。よろしいですか。 

○４番（井上慎司） 

  はい。 
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○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  １番、清水です。 

  ５０ページ、２款総務費、１項総務管理費、８目電算管理費。こちらの電算管理

費が２億５，０００万７，０００円と非常に大きな額になっております。また、そ

のうちの関係費といいますと、町村情報システム共同事業組合というところの関係

費の負担金が説明の中で１億５，８３６万６，０００円とあります。こちらの負担

金に関しましては前年度がゼロという記載になっていますが、昨年度は同じ名前で

８，１５５万１，０００円ありました。これは今回の説明にガバメントクラウドシ

ステム導入とありましたので、別物、機材が変わっての負担金になったということ

か、そちらを確認させていただきます。 

○委員長（前田せつよ） 

  総務課班長。 

○デジタル行政推進班長（小澤俊之） 

  総務課、小澤です。ただいまの委員の質問にお答えいたします。 

  まず、予算の仕分でございますが、令和６年度までは町のデジタル行政推進に関

する予算は電算システム管理費のみでありましたが、令和７年度からは、庁内ネッ

トワークやサーバー機器等の情報基盤に要する経費や神奈川県内の町村で共同利用

しているシステム利用に係る負担金、また、デジタル技術の活用により行政運営の

効率化・高度化を推進するための経費等で、それぞれの性質に応じて予算化をしま

した。したがって、システム組合の負担金は、ガバメントクラウドの利用料だけで

なく、これまでのシステム組合の負担金も一部含まれているものになってございま

す。 

  それで、金額が増加していることでございますが、電算システム管理費において

平成３０年度に調達したＬＧＷＡＮ系サーバーのリースがリース満了に伴い新規調

達を計画していること、また、町村情報システムでガバメントクラウドの利用料の

経費を計上したこと、また、自治体ＤＸ推進事業費においてノーコードシステム開

発サービスや業務手順書の使用料を計上したことによって増加になっております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  では、説明には全庁的な業務システムの統括とあり、事業概要にもシステム利用

に係る負担金とあるので、これは導入にかかるわけではないので、毎年この倍増し

た負担金がかかるのかと思ったわけですが、今の説明だと、そうではないというこ

とでよろしいでしょうか。年額について、伺いたいと思いますが。 

○委員長（前田せつよ） 
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  総務課班長。 

○デジタル行政推進班長（小澤俊之） 

  総務課、小澤です。委員のただいまの質問にお答えいたします。 

  ガバメントクラウドに係るシステムの標準化は、本町においては令和７年度に移

行する予定でございます。したがって、令和７年度中に移行経費というもの、一時

経費というものがかかるものと、また、ガバメントクラウドの利用に係る経費が、

これから毎年、経年でかかるものとなってございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  では、やはり変更に係る金額も大きく、そのせいもあり大きくなっているという

ことで理解しました。 

  昨年のシステムには地域福祉支援システム導入という御説明がありまして、支援

が必要な人を把握しやすいシステムが含まれると当時は理解しました。今回のもの

は全庁的なものということで、言い換えると分かりにくい可能性もあるのではと思

いますが、福祉支援の分野でも、どの人にどのようなサービスが適切かなどをきち

んと整理されるなど、効果が発揮されるものということでよろしいでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  総務課班長。 

○デジタル行政推進班長（小澤俊之） 

  総務課、小澤です。委員のただいまの質問にお答えいたします。 

  地域福祉支援システムは、町村情報システムのオプションとして今後も継続して

利用できるものとなってございます。また、標準化に係るものは、これまで町村情

報システムの提供ベンダーで動いていた１６業務、それがガバメントクラウド上に

構築され、対象データが円滑に利用できることとなってございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  今の電算関係の２億５，０００万のところの絡みの話になるのですけれども、ガ

バメントクラウドに令和７年度、移行していくとかという今お話になっております

が、今までは町村情報システム組合、そこのところで主要な業務を神奈川県の町村

でやってきたと。クラウド上でと。それを国がやるガバメントクラウドのほうに、

開成町としては移行していくということなのですかね。その辺りを少し簡単に説明

していただけますか。 

○委員長（前田せつよ） 

  総務課班長。 
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○デジタル行政推進班長（小澤俊之） 

  委員のただいまの質問にお答えします。 

  ガバメントクラウドとは、政府共通のクラウドサービスの利用環境でデジタル庁

が求めた技術要件を満たすクラウドのことでございます。したがって、今まで利用

していた町村情報システムの環境がガバメントクラウドの環境に移行するというこ

とになってございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  ありがとうございます。これだけ毎年毎年システムが大きくなって、行政のＤＸ

化とかという形にもなってきています。令和７年度も２億、そこのトータル部分が

２億５，０００万となってくると、ますます。この庁舎全体を考えても、いわゆる

デジタル、こういうネットワークだとか情報システムの責任者みたいなものという

のは、やはり置いてコントロールされていったほうがいいのではないかと思うので

すが、今の開成町の体制というのはどうなっているのでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  総務課班長。 

○デジタル行政推進班長（小澤俊之） 

  総務課、小澤です。委員のただいまの質問にお答えします。 

  委員、デジタル人材の指摘かと思いますが、デジタル人材について、総務省はデ

ジタル人材、高度専門人材とＤＸ推進リーダーというふうに区分されています。官

民問わず、今、デジタル人材が不足しており、デジタル人材の確保は容易でないこ

とから、高度専門人材については広域化・共同化での取組が推奨されているところ

でございます。神奈川県でも県内の市町村で高度専門人材の人材シェアリングとい

った活用が始められることから、こちらの活用というのは検討していきたいと考え

ております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  よろしいですか。 

  ほかに委員の皆さん、質疑ございませんか。 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ９番、佐々木昇です。 

  ページ、５６ページ、すみません、２款総務費、３項、１目、事業、個人番号カ

ード交付事務費でお伺いします。現在、現状としてマイナンバーカード、取得率は

どのような状況なのか、お伺いします。 

○委員長（前田せつよ） 
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  税務窓口課班長。 

○総合窓口班長（平野友香） 

  税務窓口課の平野です。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  令和７年２月末時点で当町のマイナンバーカードの保有率は８０．０％となって

おります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ８０％、かなり高いかなとは思いますけれども、この辺、町はどのように考えて、

今後、どのようにまた取得推進策というものを考えていくのか、お伺いします。 

○委員長（前田せつよ） 

  税務窓口課長。 

○税務窓口課長（奥津亮一） 

  それでは、ただいまの委員の御質問にお答えをさせていただきます。 

  まず、保有率、先ほど班長のほうで報告した８０％でございますが、令和５年度

末の時点で７６％であったことから、今は４％ほど増加しているところでございま

す。 

  また、今後でございますけれども、昨年１２月から実施されております保険証と

の一体化、また、本年３月からは運転免許証との一体化というのも始まってござい

ます。そういったものを考えますと、今後も取得の率というのは上がっていくと考

えてございます。我々としましても、お越しになられたお客様に対して丁寧な対応

に引き続き取り組んでまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ほか、質疑ございますか。 

  ８番、寺野委員。 

○８番（寺野圭一郎） 

  ８番、寺野でございます。 

  ページは１２ページ、１款町税、１項町民税、１目個人、２目法人にも係ります、

共に１節の現年課税分、担当は税務窓口課になります。１月の第六次総合計画内の

資料、ページ数で１３、開成町の財政状況と将来の見通し、（１）歳入の見通しで

は、令和７年度の見通しとしまして個人町民税は１２億２，９００万円、法人町民

税は４億４，０００万円とされております。本予算書では、個人町民税は１２億２，

８０７万２，０００円、法人町民税は４億９，２４６万円とあります。個人町民税

は、ほぼ数字どおりですけれども、法人町民税が約プラス５，２５０万円の差がご

ざいます。 

  法人町民税の均等割はほぼ変わりませんけれども、法人税割は決算時の利益額に
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よって収める税額が大分変わってきます。あくまでも見通しという部分で、法人税

割の流動的な部分も含めて、少し見通しの差が大きく感じます。見通しの差が駄目

と言っているわけではありませんで、第六次総合計画策定時と本予算策定時の間の

約５，２５０万円、上方修正した理由等々があれば、お示しをお願いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  税務窓口課班長。 

○課税班長（山田英男） 

  税務窓口課、山田でございます。委員の質問にお答えさせていただきます。 

  委員御承知のとおり、本町の法人町民税につきましては大手１社が大部分を占め

ておりまして、そこの状況いかんで大きく変わるという形でございます。聞き取り

をした中で予算を組んでいるわけでございますけれども、どうしても法人さんによ

っては、大手企業さんになりますと円高とか円安とかの状況でも大きく変わります

し、振り幅がどうしても大きい部分がございまして、毎年、どの程度で予算を組め

ばいいかというところで。 

  満額の１００％という予算ということでは、なかなか、今後減収になったときに

危険が生じますので、そのときに、ある程度７割、８割で計算していたときに、総

合計画で大体７割で計上していたのですけれども、その後、法人さんとかに聞き取

りをしていく中で、もう少し大丈夫ではないかなという部分がございましたので、

そこである程度、８割程度でもいけるのではないかというところで。 

  これも確証がない話ですので、なかなか１００とはいかないのですけれども、今

後の安全等を考えまして、その程度であれば財調の積み増しとか、今後減収になっ

たときに、そういう対応もできますし、その程度で当初予算というのをある程度組

めばいけるのではないかというところで、課税の予算要求サイドとしましては数字

を計上させていただいたという経緯になります。 

  以上でございます。 

○委員長（前田せつよ） 

  ８番、寺野委員。 

○８番（寺野圭一郎） 

  私が再質問しようとしました内容、今、お話をいただきましたので理解をしまし

た。今おっしゃられた町内の某企業のグループ全体の２０２５年３月期、第３四半

期、２月に出ております。決算書を見ますと、売上高、営業利益ともに伸びており

まして、その点を加味しているのであろうなというところは十分、私も想定はして

おりました。 

  そこを踏まえてなのですけど、今、少しお言葉でもありましたが、本日、会議前

のドル円の相場が１４７円後半です。多分、策定時は１５０円台半ばだったと思う

のです。そういった部分も加味しないといけないかなというところで、今、お言葉

がありましたので、特に心配はしていないのですけれども、今後の景気動向を見据

えたリスクヘッジの方針等々が何か決まったものがあれば、お示しをお願いいたし
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ます。 

○委員長（前田せつよ） 

  財務課班長。 

○財政企画兼財政調整班長（永松功次） 

  では、収入全般のことということですので、私からお答えさせていただきます。

財務課の永松です。 

  法人税収が大きく落ち込んでしまった際のリスク管理というところでお答えさせ

ていただきたいと思いますけれども、先ほど委員おっしゃられたとおり法人税収、

当町ですと１社の大手の会社にかなり依存している部分が大きいということで、確

かに増減のリスクというのはかなりはらんでおります。ですので、それにつきまし

ては、基本的には財政調整基金の積立て、取崩しの中で対応していくということで、

基本的に、その年度中に予定納税で頂いた分につきましては財政調整基金に積立て

をさせていただきまして、今年度、もし予定どおりに納税があったということであ

れば、特段取崩しを増すことはないのですけれども、そういった不測の事態が起こ

るということであれば、財政調整基金を活用して対応していくということを考えて

おります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ほかに質疑、ございませんか。 

  ２番、吉田委員。 

○２番（吉田敏郎） 

  ２番、吉田です。 

  ５１ページのノーコードシステムということに関して、ちょっと質問させてくだ

さい。開発サービス使用料１０４万８，０００円。プログラミング、我々のような

年寄りでも知識のない人でも、しっかりとウェブのアプリケーションの開発も可能

だよということは聞いているのですけれども、こちらのシステム導入によってのメ

リットというのはどういうものがあるのか、ちょっと教えてください。 

○委員長（前田せつよ） 

  総務課班長。 

○デジタル行政推進班長（小澤俊之） 

  総務課、小澤です。委員のただいまの質問にお答えいたします。 

  ノーコードシステム開発サービスでございますが、プログラミングの知識がなく

ても直感的な操作で職員が自ら業務アプリを開発することができるノーコードシス

テム開発サービスを導入するものでございます。ノーコード開発システムはデータ

ベースと考えております。なので、簡単なところで申し上げれば、公用車の運転日

報や備蓄食料の台帳をノーコードツールに置き換えられると考えてございます。ま

た、国では業務の進捗管理もノーコードツールで行っておりますので、町でも活用

は検討していきたいと考えております。 
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  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ２番、吉田委員。 

○２番（吉田敏郎） 

  メリットというのがいろいろあるからこそ、こういうのを導入すると思うのです

けれども、メリットがあることに対しては課題とデメリットもあるのかなという。

変な質問ですけど、デメリットのほうは考えことはないのでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  どなたが答弁されますか。町長。 

○町長（山神 裕） 

  このノーコードツールシステムなのですけれども、私も、もちろんこの分野、文

字づらからは明るくないのですけれども、要は業者に委託しないで自分たちででき

るシステムというか、そういうものを自分たちでやろうと。具体的に、既に数個、

候補が上がっておりまして、非常に意義がある、コスト削減、自分たちで管理する

ものを自分たちでつくろうという意気込み、手前みそですけれども、すばらしいと

思っております。 

  デメリットは、現状、頭に思い浮かばないのですけれども、例えばＩＴリテラシ

ーの差といいますか、デジタル・ディバイドといいますか、そういったことで職員

の中で差があった場合に、また二極化してしまってもいけない。要は、分かってい

る人はどんどん進んでいくけど、分からない人が置いてけぼりになってしまっては

共有できないので。ただ、それは民間が開発したものも同じといえば同じなので、

とにかくしっかりとみんなで必要と考えらえるものをこれでつくっていきながら、

業務の効率化、コスト削減とかにつなげていければなと思います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ２番、吉田委員。 

○２番（吉田敏郎） 

  ２番、吉田です。 

  すみません。デメリットなんて言い方をして本当に申し訳なかったのですけど、

いい意味のメリットのほうが全然多く、そしてまた、みんなで独自に開成町の中で

つくっていけるよということも聞きましたので。そういうことで、これが非常にそ

ういうことに対して、いろいろなシステムに対して理解しましたので、自分も後か

ら一生懸命追いかけていくような形で理解するようにしますけれども、これからも

よろしくお願いしたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  ほかに質疑、ございませんか。 

 （「なし」という者多数） 

○委員長（前田せつよ） 
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  以上で第１ブロックの所管に関する質疑を終了といたします。 

  暫時休憩といたします。再開を１４時３５分といたします。 

午後２時２１分 

○委員長（前田せつよ） 

  再開します。 

午後２時３５分 

○委員長（前田せつよ） 

  第２ブロックの質疑を行います。 

  説明員として出席の班長に申し上げます。発言を求める場合は「委員長」と発声

し、挙手をしていただき、指名された後にマイクのスイッチが入っていることを確

認の上、課名と名前を述べてから発言をお願いします。 

  では、第２ブロック、地域防災課、環境課、福祉介護課、保険健康課、子ども課

の所管に関する歳入歳出予算について詳細質疑を行います。質疑をどうぞ。 

  ７番、今西委員。 

○７番（今西景子） 

  ７番、今西景子です。 

  ６９ページ、３款民生費、２項児童福祉費、１目児童福祉総務費、事業名、保育

所入所児童等給付関係費、５億９，２８８万１，０００円、下段の民間保育所等運

営支援事業費、１億３，９７７万７，０００円。これ、合計しますと７億３，２６

５万８，０００円になります。前年度、こちらはゼロとなっていまして、唐突に出

てきたような違和感を覚えます。それで、前年度の予算を見たところ、民間保育所

等運営支援事業費、今回と同じ名目ですが、５億１，９２４万１，０００円とあり

ます。去年度の説明欄の保育所入所児童委託費４億４，４９６万９，０００円、こ

れがなくなっています。 

  何が質問したいかといいますと、今年度、こども誰でも通園制度、また、０、１、

２の枠の拡充に対応するため分園をつくるタイミングで、このようにあったものが

なくなったり唐突に名称が変わっていたりというところで、大変分かりづらく比較

しにくいと、とても感じます。なぜ、このように名前が変わったのか、御説明をお

願いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 

  こども課の木村と申します。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  今年度の予算で大幅に見直しをされているというところで、事業費で見ると前年

度と比較がしづらいというところで、本年度、大変皆様には御迷惑をおかけして申

し訳ございません。今回、予算全体で言えることでございますけれども、第六次総

合計画の策定によって計画の基本目標、施策に合わせて見直しをさせていただいた

というところと、それに併せて、事業が予算上、分かりやすいように、目的、性質
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に分けて事業名というのを今回すみ分けをさせていただいたところでございます。 

  従来は、例えば昨年度までの予算でございますけれども、子育て支援事業費とか

民間保育所等運営支援事業費、様々、この中の事業費の中に事業が混在していたと

いうところがありますので、今回、分かりづらくて大変恐縮ですけれども、分かり

やすいように仕分させていただいたというところで、まず御認識いただければと思

います。 

  また、歳入の充当も、そういったすみ分けをすることで、何に補助金が、どの事

業に当たっているのかというのが分かりやすい形になるように今回させていただい

た、財政部局と調整をさせていただきながら変えさせていただいたというところに

なります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  私からも補足をさせていただければと思います。 

  本来であれば財務担当から御説明すべきだと思うのですけれども、これは、この

子ども、子育て、保育園に限った話ではございませんで、お祭りに関する仕分の仕

方とか、あとは会計年度任用職員等人件費の部分であるとか、先ほど木村のほうか

ら御説明させていただいたような趣旨にのっとりまして見直しということをさせて

いただきました。結果として比較しにくいとか御不便をおかけしていることに関し

ましては、おわび申し上げます。次年度以降、このような仕分が、より意義のある

というか変更になると思いますので、御理解をいただければと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  ７番、今西委員。 

○７番（今西景子） 

  ７番、今西です。 

  御説明いただきましたが、去年度、民間保育所等運営事業費で５億１，９２４万

１，０００円、この金額が計上されていたけれども前年度でゼロになっていた。同

じ名目なのにもかかわらずというところで、大変比較がしづらい。分かりやすくす

るためということでしたが、新規事業が始まるこのタイミングで逆に分かりづらい、

比較がしづらいと思っていたところです。 

  合計で今年度は７億３，２６８万８，０００円、前年度が５億１，９２４万１，

０００円なので、差額が２億１，３４１万７，０００円あります。この金額が、ほ

とんどがこども誰でも通園制度、０、１、２、分園をつくるための費用と考えてよ

ろしいでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 
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  こども課の木村です。ただいまの委員の御質問にお答えさせていただきます。 

  今、委員のおっしゃったとおり、ここの昨年度との増額の理由の部分については、

大部分が町内認可保育園分園の新築工事、こちらが約１億２，０００万の補助とし

て増となっているところでございまして、さらに増額の要因としましては保育所入

所児童委託料の部分、昨年度から約９，７００万の増とさせていただいてございま

す。こちらについては、昨年度と予算計上上の保育所の利用人数というのは、変更

はほとんどございませんけれども、毎年、人事院勧告等によって公定価格の増とい

うのがございます。 

  令和６年度については１０．７％の過去最高の増だったというところで、先日の

３月の補正予算で増額とさせていただきましたけれども、来年度についても公定価

格の増というのが予想されますので、そこの部分を加味して委託料も増額とさせて

いただいたというところになります。 

  以上となります。 

○委員長（前田せつよ） 

  ７番、今西委員。 

○７番（今西景子） 

  ７番、今西景子です。 

  公定価格の引上げと保育所の分園をつくる費用ということで理解いたしました。

この分園ですが、こども誰でも通園制度、何人、０、１、２の枠を何人見込んでの

分園で、この１億２，０００万何がしの予算計上なのか。その内訳、内訳といいま

すか、何歳児を何人見込んでこの規模にされたのか、お伺いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 

  こども課の木村と申します。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  今回、こちらの認可保育園の分園の新築という形で、こちらについては、こども

誰でも通園制度に対応できる分園という形でございますけれども、こちらの制度に

対応できるとともに定員を３２名拡充するという施設になります。０歳が６名、１

歳が８名、２歳が１８名の計３２名という形の分園の新築の工事になります。 

  今回、こども誰でも通園制度に対応できるように、どういう形にするかというと

ころでございますけれども、従来、認可保育園で行って現在も行っている一時預か

り、こちらと並行して、こども誰でも通園制度に対応できるような形で今、現状、

考えているところでございます。今、現状、保育所からの計画としましては、面積

等を加味しますと、大体六、七人ぐらい１日に預かれる形の、こども誰でも通園制

度に対応できる預かりという形ですと、六、七人ぐらいが想定されているところで

ございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 
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  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  今のところのお話ですけれども、預かる乳幼児の数はそのように見込まれている

ということですけれども、保育士のほうも同じように人数を確保してのお話という

ことでよろしいでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 

  こども課の木村です。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  こちらの分園の新設については、令和８年度から開設を予定しているものでござ

いまして、令和８年度に開設ができるような形で保育士の確保というのを、最大の

そこは行う上で重要となってくる部分になりますので、検討されている部分でござ

います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下純夫です。 

  ページ数７４ページになります。４款、１項、２目、事業名、一体的保健事業費。

ここが念頭にあって午前中、町長に、がくんと落ちたところはないのかという質問

をしたのですが、ここが今年度８１万１，０００円、前年度の３８５万円から２１．

０６％まで落ちているということで、午前中の答弁からすると、ここは、もしかし

たら費目が変わったところに予算が大きく配分されているのかなとも察するところ

なのですが。 

  ここは、後に出てきます介護保険の特別会計の介護サービスの事業費が年々増え

て、令和３年度から次年度までの間に３割増えていると。そこを抑制するために使

う事業費だと考えますと、非常に意味深い大切な数字だと思います。なぜ、こうい

うふうに下がっているのか、代替策というか、ほかのところに費目が移っているの

であれば、その辺りの説明をお願いしたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼福祉介護課長。 

○参事兼福祉介護課長（中戸川進二） 

  ただいまの御質問にお答えいたします。 

  まず、この事業につきましては高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施という

事業になってございまして、一般会計側では一体的保健事業費という名称で計上さ

せていただいております。委員おっしゃるとおり、こちらについては、このような

趣旨から、介護予防事業として介護特会のほうで事業費を折半しているという位置

づけになります。 
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  金額の減の大きな理由としては、ページが７３ページになりますけれども、７３

ページの一番下のところ、会計年度任用職員の関係の報酬等ということで、従来は

一体的事業費にこちらの事業の経費が包括されていたのですが、事業の整理という

先ほどから出ているお話の中で、こちらに３００万円ほど動いているといった状況

です。 

  それから、介護特会のほうの事業も合わせて、フレイル予防事業につきましては

拡充して定着化に向けてしっかりやっていくという予定でございます。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下でございます。 

  説明いただいた内容で、ここが大きく金額が下がっているというよりは、下がっ

て見えるということについて理解をいたしました。介護の費用の抑制についての事

業については、以降の介護特会のほうで、また詳細を確認させていただきたいと思

います。御説明、ありがとうございました。 

○委員長（前田せつよ） 

  ３番、石田委員。 

○３番（石田史行） 

  ３番、石田史行でございます。 

  ページは９２ページになります。８款消防費、ページの一番下の災害対策推進事

業費の中の、いわゆる今回、松ノ木河原多目的広場を防災公園に工事をするという

ことで５３０万円を計上されておりますけれども、今回の取組は新たな取組として

今回の予算の１つの注目すべき点であると思っておりますけれども、工事の内容と、

そして改めて狙いといいますか、そういったところを御説明いただきたいと思いま

す。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。石田委員の質問に対して御回答させていただきます。 

  今回、松ノ木河原の多目的広場、防災広場として工事を進めていくという形の目

的につきましては、今年度、牛島にあります三益球殿さんと車中避難場所として駐

車場を防災協定で締結させていただきましたけれども、そこが今２５０台ぐらいの

駐車スペースがあるのですけれども、今後、もっと大きな大規模災害が発生したと

きに、そこだけでは足りないケースもあり得ます。そんなことで、町内でどこが最

適かといいますと、河川敷周辺にもあるのですけれども、やはりあの辺の河川敷は

酒匂川の決壊等、最悪を考えたときはそういうことも考えられますので、松ノ木河

原の多目的広場、こちらが車中泊の避難場所として最適ではないかということで、

そういう工事を進めていこうという形になりました。 
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  一応、今、現時点で考えているのは、車中泊で泊めることになりますのでマンホ

ールトイレの設置５か所、多少明るさが必要になってきますのでソーラーパネルで

点灯します照明を４基、あとは、今後の話にもなりますけれども、あそこのところ

には防災倉庫がありまして、今後、そちらの防災倉庫が拠点となって、災害時に備

蓄品がそこに届くようなケースもあろうかと思いますので、そういうものを置くた

めの設置をする場所として今後考えていきたいと思っているのですけれども。置く

場所につきましては、当初、仮設で屋根をつけるようなことも考えていたのですけ

れども、今、災害協定で、そういうコンテナハウスみたいなものも災害協定で貸し

ていただくような協定も締結していますので、災害時にはそういうコンテナを持っ

てきまして、そこに備蓄をするような形で考えております。 

  今年度の事業の工事請負費の額につきましては、内容につきましてはマンホール

トイレの設置と照明ですね、ソーラーの照明。今後につきましては、消防団の活動

拠点にも活用できますので、将来的にはアスファルトの工事等も考えていきたいと

考えております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ３番、石田委員。 

○３番（石田史行） 

  班長からただいま説明がありまして、よく分かりました。いや、なぜ松ノ木河原

多目的広場なのかなというところにつきましては、多角的な視点から検討されて絞

り込まれたということもよく分かったところでございます。 

  有事の際は、もう当然利用するということですけれども、平時の際に先ほど班長

の説明の中で消防団の訓練にも使うということでございました。それも非常に有意

義だなと思いますけれども、私、１つ懸念するのが、あそこの多目的広場は、あじ

さいまつりのときに駐車場として使いますけれども、そういったところとのバッテ

ィングといいますか、そういった懸念がちょっと私、感じられるのですけれども、

その辺は大丈夫なのでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。委員の質問に対して回答させていただきたいと思います。 

  あじさいまつりの駐車場としては、従来どおり、今後もあそこを駐車場として活

用していく考えであります。本来であれば全部をアスファルトにして、駐車場とし

ての、ほこり等の苦情もありますので、そういうことを考えていきたいのですけれ

ども、アスファルトの関係は結構高額な経費がかかるということで、その辺はちょ

っと、アスファルトの工事については今後どうしていくかの検討も含めていきたい

と考えております。 

  以上です。 
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○委員長（前田せつよ） 

  ３番、石田委員。 

○３番（石田史行） 

  あじさいまつりのときの利用については問題ないということを確認させていただ

きましたので、安心しました。 

  これ、先ほどの趣旨説明のときに質問すればよかったのかもしれませんけど、町

長は、これまで安心・安全なまちづくりということで力を入れてこられて、この２

年間、様々な町と災害時の応援協定を結ばれてきましたけれども、今回の趣旨説明

の中では特になかったですが、それについて、もうしないということなのか、それ

とも、これからも、もっと積極的に協定を結べるところとは協定を結んでいくおつ

もりなのか、最後に町長の御認識を頂きたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  お答えいたします。 

  いざというときに町民の皆さんの命を守るため、行政サービスを滞りなく提供す

るため、災害関連死の防止を含めて避難所運営を円滑にするために、民間事業者並

びにほかの自治体との協定というものは非常に意義があると、まず考えております。 

  この考え方は変わらないのですけれども、大きく二つに分けまして、まず、自治

体間の協定につきましては幸いにして５つ、現時点で締結することができました。

先般も同様のことをお答えしたかと思うのですけれども、数ではないと考えており

ますので、今後は、基本的に今、締結いただいている５つの自治体と、より協定の

中身、顔の見える関係を構築して、協定の中身が意義あるものにしていく関係づく

りのほうに軸足を置いていきたいなと。 

  とはいえ、茨城県に３つということで若干偏りがあるのも事実ですので、その他、

千葉県、埼玉県、静岡県、山梨県等で、そういったいろいろな御縁とか双方にメリ

ットがあるものがあれば、もちろん締結を否定するものではありませんが、基本的

スタンスとしては申し上げたとおりです。 

  一方で、民間事業者に関しましては今日まで７０近い協定がありますけれども、

こちらも基本的には数ではなく、いざというときに実効性があることのほうが大事

だというのは考えております。とはいえ、先週も日本キッチンカー協会というとこ

ろと神奈川県の市町村として初めて協定を締結して、避難所における食料確保と、

あと温かい食事を提供することの意義のようなことを感じながら新たな締結も実際

に交わしましたので、内容次第といえば内容次第というところもありながら、基本

的にはそれぞれ既存の協定の意義を深めていくと。 

  場合によっては、これは環境関連もそうなのですけれども、双方にあまり意義が

なくなっているのではないかと思えることが仮にあれば、それはやめていく。これ

もスクラップ・アンド・ビルドの一種かと思うのですけれども、そのような考え方



－２８３－ 

で今後運営していきたいと考えております。 

○委員長（前田せつよ） 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  ５番、武井です。 

  今の松ノ木河原の、これから防災に特化していくというところの関連なのですが、

今、道路から見て真ん中に防災倉庫があります。ぱっと見、非常にバランスが悪い

ところに建っているのではないのかなというのは、最近よく聞く話です。あれだけ

の広いスペースがありながら、向かって左側、東側は公園となっておるのですが、

もっと全体のスペースをうまく、当時、倉庫を建てる場所にしたほうがよかったの

ではないのかななんて、今、改めて思うところなのですが、今回、そういった形で

特化していくことによって、そういうことを考える今、余地とか検討とかというの

はされているのでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。武井委員の御質問に回答させていただきます。 

  現在、松ノ木河原多目的広場につきましては、多目的広場というのは防災倉庫か

ら西側のところをそういうふうに言っておりまして、東側については松ノ木河原第

１公園という名称になっております。そんなことがあって、今の区分的には、現状

の位置の多目的広場のほうをそういう目的に使用するという考え方で進めているの

が現状でございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  今、現状は、まだ、あれが建って数年ですから。ただ、移築とかも含めて、いや

いや、あそこを本当に防災で特化していくということであれば、全体のスペースと

いうところをいかに有効に使っていくかというところが大切になるかと思いますが、

今後、ぜひ、少しずつでもそういったことも検討されながら、より安全に使えるよ

うないいスペースにしていっていただきたいなと思います。答弁は結構です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  ４番、井上慎司です。 

  同じく松ノ木河原多目的広場、防災広場の整備についてのところなのですが、こ

の部分では車中泊避難の場所で使われるということが一番大きいスペースの使い方

かと思うので、何か大きい上物を建てるということではないのは承知しております
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が、車中泊避難をされる方というのは、例えば、人の多いところが苦手なお子さん

をお持ちの御家庭、あるいは動物と一緒に非難される方等が想定されると思うので

すが。ただ車で避難できる場所があるから、そこへどうぞではなくて、そこに付随

する様々な要件を満たせるような整備というものが必要になってくるかと思うので

すが、そういった部分での対応等は現在、考えておられる部分はあるでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。井上委員の御質問にお答えさせていただきます。 

  現在、そこに来る方は、今、委員がおっしゃったとおり、集合して避難すること

が苦手な方とかペットを飼っている方が、そちらのほうにペットと一緒に同伴避難

をしたいという方などが車中泊のほうに行かれるという形になります。ただ、そこ

でも具合が悪くなったりとかということも考えられますので、今、町としましては、

駅前のホテルと災害協定を締結しておりますので、そういう方については、そうい

うところに移動していただいて休養してもらうような措置を取ろうという形で考え

ております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  今の御答弁ですと、特別、車中泊避難場所に特別な何かそういう措置を講じると

いうことはないということでよろしいのでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼地域防災課長。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

  今の御質問でいいますと、まずは車中泊でやはりトイレというのが必要ですので、

先ほど言ったような形の中でマンホールトイレは５基設置するといったところです。

あと、物資等の集積場所として今後考えております。先ほど班長の柳澤も言いまし

たけれども、基本的には、そこで例えば県外から応援に来てくれる方の自治体の職

員、もちろん、うちの町の産業振興課の職員も含めた中で、そこである程度、荷さ

ばきができるようなスペースというのも必要になってきますので、それは協定して

いる事業者から例えばコンテナハウス、そういったものがちゃんと設置できるよう

な形の下地のところのアスファルト舗装なんかも含めた中で、今後、もう少し数年

かけて進めていきたいと考えております。 

  ですので、食料等も含めた中で車中泊で、先ほど言いました小さいお子さんがい

る家庭ですとかペットがいる方、どうしても同伴避難というのは避難所では厳しい

ので、そういった形の中で、松ノ木河原のところを防災広場にしまして、数日間は

過ごせるような体制整備というのを少しずつ計画的にやっていきたいと考えている
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ところでございます。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  今の参事の御答弁で詳細の部分は承知いたしました。今後も実際に使用されるで

あろう方々の声を聞きながら、整備を進めていっていただきたいと思います。 

  見方の違う部分で確認をしたいことがあるのですが、今後も松ノ木河原は防災の

拠点、整備されて広場として使っていくのが、もう長く、そういった形で運用して

いこうということを決めておられるのでしょうか。 

  まず、そう私が感じる大きな要因というところが、駅前通り線の話が出るときに、

ぽつらぽつらと町長の複合施設のお話というのが出てきております。まだそこは決

定はされていないのですが、私としては町の物理的中心地に置くべきであろうと考

えております。ですが、今後、駅前通り線ができてくると、町のにぎわいの中心と

なれば確かに駅前通り線になるかと思いますが、物理的立地でいえば町外れになっ

てきます。ですので、今後、松ノ木河原が防災の拠点として長くそのままの機能を

維持していくと、町の中心にそういった複合施設が置けなくなるであろうというこ

とを懸念しております。 

  そういった部分から、松ノ木河原を防災の拠点として整備していくに当たって、

私が今申し上げたとおりの部分を含めて、町長のお考えがあれば伺います。 

○委員長（前田せつよ） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  では、御質問にお答えします。 

  まず、基本思想といたしまして、自治体は必要以上の不動産、資産は持つべきで

はないという考えにあります。その上で、必要の定義もいろいろあるとは思います

が、そこもちゃんと協議した上ですけれども、例えば仮設住宅用地はあるのか、な

いのかも含めてなのですけれども、その上で有効な活用を図るべきだと思います。

売るなら売る、貸すなら貸す。 

  それで、その中で、近年、自然災害が頻発化、激甚化する中で、開成町における

防災対策として、今、中家村公園等にはマンホールトイレとかが埋まっております

けれども、能登半島での実態も見る中で、やはりトイレと水というものに対策を一

段と講じたほうがいいであろうという。そういった判断の下、松ノ木河原が候補に

上がりまして、松ノ木河原の広場にとってみれば有効な活用が図れるというところ

にも資するところにはなりますので、来年度はこのような計画で進めます。 

  それで、今後、あそこをいわゆる防災公園として一層整備していくかというとこ

ろに関しましては、そこまでは現時点では考えておりません。御説明申し上げたと

おり、消防の操法の訓練等に使えるようにはしたい、あとはコンテナが来たときに

ちゃんと置けるようにはアスファルト舗装なりをしたいというところまでは考えて
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おりますけれども、御指摘もありましたように、あじさいまつりの際には駐車場と

しても引き続き利用予定ですし、と考えています。 

  もう１つ加えさせていただきますと、町の中心地というのは委員おっしゃるとお

りで、それで、そういう意味では、ちょっと話はそれます、松ノ木河原第１公園と

いうところも、もっと有効活用が図れるのではないかなということで庁内では話し

合っています。 

  かつ、奥の調整池でありますけれども、あそこのエリアも、調整池なので、ふだ

ん使われないことも、それはそれで致し方ないとは思うのですけれども、ほかの市

や町、もしくはみなみ地区におきましても、調整池も有効活用ができるのであれば

したいという思いは持っております。そうすることによって、岡野、金井島、上延

沢、上島、下延沢の皆さん方も、あそこにより一層集って交流の拠点になればなと

いう思いと構想は持っております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ８番、寺野委員。 

○８番（寺野圭一郎） 

  ８番、寺野でございます。 

  ホームページに令和７年２月現在、７８協定ということで書いてあります。ちょ

っとこれを見ていただきたいのですけれども、隣の南足柄市さんがホームページに

緊急時、災害時のホームページ代理掲載というところのページがあります。これ、

今回の予算のいろいろ調べている中でちょっと目に入ってしまったので、これはす

ごくいい取組だなと。例えば、開成町が被災してしまって情報通信が途切れてしま

った場合、提携をされている地域で代理でホームページの掲載をしていくというよ

うな取組かと思います。まず、開成町、こういった取組はされているかどうか、お

示しいただけますか。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼地域防災課長。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

  それでは、お答えしたいと思います。 

  先ほど町長の山神が県外の自治体との協定を５つほど現在結んでいるという話を

させていただきましたけれども、その中の幾つかの自治体とは、今、寺野議員が言

われたような形で、被災自治体に代わってホームページ上で災害情報をアップして

いただけるというような協定の内容も一部の自治体と含まれておりますので。そう

いうことはあってはならないと思うのですけれども、備えとして、そういった協定

も結んでいる状況でございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ８番、寺野委員。 
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○８番（寺野圭一郎） 

  一部でもそういった備えがあるということで、安心をしました。御答弁は結構で

す。 

○委員長（前田せつよ） 

  ６番、星野委員。 

○６番（星野洋一） 

  ６番、星野洋一です。 

  ７４ページ、４款、１項、２目、一番上のところの保健予防事業費の中の歯周疾

患検診委託料、５０万３，０００円ですか。これは説明によると新規事業、節目年

齢歯周疾患検診ということで、二十歳から１０歳ごとに節目の年齢の方を対象に歯

周疾患の検診事業ということで、これは二十歳頃ということですね。一番、歯周病

は二十歳頃から発生しやすくなると言われておりますので、大変よい事業だと私も

思っております。 

  これに対して、この検診を実施するに当たって、節目年齢ということで１０、２

０ということで、学生さん、社会人の方、いろいろな方がいらっしゃると思うので、

実施をどのようにしていくか、検診の仕方をお教えいただければと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  保険健康課班長。 

○健康づくり班長（露木和子） 

  保険健康課、露木です。ただいまの委員の質問にお答えいたします。 

  歯周疾患検診ですけれども、令和７年度から新規事業で行うものです。対象者は

２０歳、３０歳、４０歳、５０歳、６０歳、７０歳の方となります。実施期間は、

令和７年６月１日から令和８年３月３１日で行います。受診回数は、対象者につき

まして実施期間内に１回となります。実施場所ですが、足柄上歯科医師会所属の医

療機関ということで、１市５町で開院しております歯科医院となります。全部で３

４か所で歯周疾患検診が受けられる状況となっております。検査項目になりますが、

問診、診察、歯肉の検査ということを実施していただき、治療に係る場合は検診に

は含まれませんで、保険適用で治療を進めていただくというところです。自己負担

は１，３００円で受けられる体制を整えております。 

  こちらの事業の効果としては、歯科医療費の適正化と、あとは歯の保有率。先ほ

どもありました二十歳からかかる方がいらっしゃるということと、歯周疾患は歯の

喪失の原因となりますので、歯の保有率を保つというところ、あと、かかりつけ歯

科医を持つ割合を増加というところを目的に実施をしてまいります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ６番、星野委員。 

○６番（星野洋一） 

  ６番、星野です。 
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  令和７年の６月１日からということで、１，３００円で受けられると。足柄上医

師会のところでやっていただける。ただ、これは曜日関係は。平日もやるのか、休

日もやっていただける、要するに検診の機会が多くなるのか、そこのところを伺い

ます。 

○委員長（前田せつよ） 

  保険健康課班長。 

○健康づくり班長（露木和子） 

  保険健康課、露木です。ただいまの質問に答えさせていただきます。 

  実施場所が歯科医師会所属の医療機関で直接受けていただきますので、各医療機

関の開院日になります。医療機関によっては土曜日やっているところもあれば日曜

日のところもあると思いますので、医療機関のやっている開院日で検診は受けられ

るというところです。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ９番、佐々木昇です。 

  ページ７７、４款衛生費、２項、１目、事業、自然環境保全事業費のところでお

伺いします。今年度の予算でほたるの里づくり研究会さんの補助金、これが３万５，

０００円計上されて、来年度、今回の予算ではこの補助金項目がなくなっているの

ですけれども、この補助金の制度というのはなくなった制度なのか、ちょっと確認

させてください。 

○委員長（前田せつよ） 

  環境課班長。 

○環境班長（石川祐一郎） 

  環境課、石川です。ただいまの質問にお答えいたします。 

  こちらの会につきましては、以前、確かに補助金はお渡ししていたのですが、令

和２年度のコロナ禍を境に活動が休止している状況になっております。補助金の趣

旨としまして、なかなか休止団体に補助するというのは難しいと考えておりますの

で、現在、補助金は要求しておりません。 

  ただ、こちらの団体に活動の内容を確認しましたところ、現在、会員の方たちに

お声がけをしていると、活動についても準備を少し進めているという状況ですので、

こういった環境に関わる団体というのはとても貴重な団体さんだと思われますので、

もし、そういった、また活動が再開されるような状況になれば、活動内容を確認い

たしまして補助についても検討していきたいと思っております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 
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○９番（佐々木昇） 

  ９番、佐々木昇です。 

  検討していきたいということですけど、ぜひ、この補助金制度は活動を再開した

ら行っていただきたいと思うのですけれども。来年度、令和７年度に活動を再開し

たときには、年度中に補助金を、ぜひ補助金を出してあげていただきたいと思いま

すけれども。この補助金制度、まだやるかも検討するということですけれども、何

か御答弁があったらよろしくお願いします。 

○委員長（前田せつよ） 

  環境課班長。 

○環境班長（石川祐一郎） 

  活動を年度途中で再開されましたら、その内容を一旦確認させていただいて、短

期間ではなかなか活動内容というのは分からないと思いますので、また次年度等に

予算については検討していきたいと思っております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ぜひ、しっかりとサポートしていただくことをお願いいたします。よろしくお願

いします。 

○委員長（前田せつよ） 

  ７番、今西委員。 

○７番（今西景子） 

  ７番、今西景子です。 

  ６９ページ、３款民生費、２項児童福祉費、１目児童福祉総務費、事業名、放課

後児童健全育成事業費、６，２９３万９，０００円についてお尋ねします。前年度

比ですと５万６，０００円と少額になっております。端的に質問させていただきま

すが、今年度は枠の増設はしないという考えでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  子ども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 

  子ども課の木村です。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  令和７年度については今年度と同様な形で６支援単位、開成小学校が２支援単位、

南小学校が４支援単位の現状と同様な形で来年度も考えているところでございます。

増やす予定というのはございません。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ７番、今西委員。 

○７番（今西景子） 
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  ７番、今西景子です。 

  今、開成町で、昨年度、学童保育を増員しましたが、まだ足りないという御意見

と、あと夏休みなどの長期休暇中の学童保育がないという御意見、さらに五、六年

の学童保育がないというところで、人口増だとか子育て世代の移住・定住というキ

ーワードからしても、ここは待ったなしの状態だと思いますが、ここは町長に学童

保育の増員についてお考えをお聞かせいただきたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  度々申し上げておりますけれども、保育所並びに学童、広義の預かり機能、居場

所というものの拡充は、非常に重要な課題であると考えております。まず、足りな

いという点に関しましては、様々な実績と推計の中で、現状の４年生までにおいて

は足りておるという認識でおります。もちろん様々な選択肢であったり、より細か

なニーズに対応するために拡充というのは図っていきたいと思いますけれども、余

ってしまっても不稼働資産になってしまいますので、そこら辺は今後の推計を見極

めながらしっかり取り組んでいきたいなと思っております。 

  また、夏休みと、あとは五、六年生に関しましても課題の１つではありますけれ

ども、まずは、それ以外のところの体制もしっかりと、より一層しっかり整備する

中で、需要も見極めながら必要に応じて取り組んでいきたいとは思っております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ７番、今西委員。 

○７番（今西景子） 

  ７番、今西景子です。 

  学童の増設というところで町長としての活動等が、もしありましたら、お聞かせ

ください。 

○委員長（前田せつよ） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  先ほども申し上げましたけれども、広い意味で言うところの預かり機能と居場所

づくり、さらに言うと地域との連携、地域で子どもを育てる等々、幾つかの視点が

学童といったときにもあるかと思うのですけれども、そういう意味で拡充に向けた

行動は取っております。 

  例えば、今回、小・中学校にスクールコーディネーターを１名ずつ配置させてい

ただく計画ではありますけれども、現状描いておるのは、外部講師を例えば招く際

の橋渡し役とか幾つか期待する役割はあるのですけれども、自分としては、その先

には、例えばこういった学童であるとか、夏休みだけでも地域でお子さんの宿題を

見ていただくであるとか、そこら辺も視野に入れて。それが必ずしも今回お願いす



－２９１－ 

るスクールコーディネーターの仕事と限定されるわけではないのですけれども、考

え方としては、それも１つの預かり場所づくりであり、居場所づくりにもつながる

と思います。 

  あとは、これも繰り返しになりますけれども、多様化するニーズに対して、例え

ば英語の学童とか、そういうところにも世の中の動向と企業のニーズとかを、こち

らからすると可能性を探りに行ったりとかはしています。 

  それ以外にも可能性が、可能性という言い方はちょっと広過ぎますけれども、開

成町としても、どういうものがどれぐらい今後必要になってくるか、それこそ駅前

通り線周辺の整備等も視野に入れながら、将来を見据えた上で今から動いておかな

くてはいけないことというのもあると思います。その１つがそういった分野のこと

という意味で、今、行動はしております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下純夫です。 

  ページ数７８ページ、４款、２項、１目、グリーンリサイクルセンター運営事業

費の細説で言うと２１節ですか、これ、細かいところで利用料金減免分補償金とい

うのがありますが、ここの減免の対象となる団体、個人はどういう扱いになります

でしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  環境課班長。 

○環境班長（石川祐一郎） 

  環境課、石川です。ただいまの御質問にお答えいたします。 

  減免の対象となるのは開成町内に住まわれている方という形になります。減免の

方法としましては、役場に一度御連絡をいただいて、そちらの数量ですとか日数を

お伺いしまして、その内容について減免をしております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下です。 

  実は、質問した背景には、自治会の活動として行った草の処分代を有料にされて

しまったということがございます。今の御答弁ですと、あくまで個人ということな

のだろうと思うのですけれども、自治会活動、これ、地域防災課でもそこの活性化

は様々企画検討されている中で、自治会活動で出たごみというか草を刈った、そう

したものですけれども、それは何とか無償の範囲にできないか、検討の余地がある

あるかどうかをお伺いいたします。 
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○委員長（前田せつよ） 

  環境課長。 

○環境課長（高橋清一） 

  お答えします。 

  やはり今の減免というルールから言うと、ごみステーションなり直接搬入してい

ただいた個人の方という形の中で、いわゆる一般廃棄物として出されたものについ

て、町内の方については減免させていただく。ただ、委員おっしゃっているとおり

公益的な団体であって、そういった場合というのは、やはり出される場所というも

のも多分自治会館の中とか、そういったことになろうかなと思いますので、そうい

ったものについては細かな丁寧な対応というか、そういうことは必要かなと思いま

す。そこは今後検討させていただいて、必要なことについては対応させていただき

たいと考えます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  ルールのある中で前向きな御答弁をいただいたと思うのですが、ということは、

そうしたことがある場合は一度事前に相談に伺って、そうした実績を積み重ねてい

けば将来的にはルール化される可能性もあるということで、とにかく、まずは一旦

御相談に行っていただくようにということでよろしいでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  環境課長。 

○環境課長（高橋清一） 

  お答えします。 

  委員おっしゃっているとおり、いろいろな部分でそういった事情なり、そういっ

たようなことがあるならば、まずは一旦、環境課に御相談いただいて、どういった

事業で誰がどういう形で動くんだということについて、まずは詳細に教えていただ

いた中で、ケース・バイ・ケースになるかもしれませんけれども、そういったとこ

ろの中で一旦受け止めさせていただきたいと思います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  ４番、井上慎司です。 

  ７０ページ、３款、２項、２目の母子福祉費、こちらについて伺います。こちら

の詳細事業の下から２つ目、家庭支援事業費、産後ヘルパー派遣事業に係る経費、

まず、こちらから伺います。こちらで２点伺いたいのですが、事業の詳細について

の説明をまずお願いいたしたいところと、もう１点は、様々な自治体で同じような
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事業をやっているのですが、その内容というのは本当に自治体ごとに特色があるの

ですが、産前産後ではなく開成町は産後のみというところでヘルパーの事業派遣を

されるのですが、産前の対応をされなかった理由も併せてお示しください。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 

  こども課の木村と申します。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  こちらの産後ヘルパー派遣事業委託料、こちらの詳細についてでございますけれ

ども、産後の子育てと生活に関して不安を抱える産後１年以内の家庭に対しまして、

家事・育児に関するスキルを持った産後サポーター、専門員を派遣することによっ

て日常生活における保護者の負担軽減を図ることを目的とした事業でございまして、

対象者の方は出産後１年以内の母子で、自己負担は、こちらは１回２時間という単

位で自己負担５００円ということを今、想定してございます。 

  支援の内容としましては、育児支援、授乳の補助とか沐浴の補助、おむつ交換、

あと適切な育児環境の整備等になります。あと家事支援というところで、食事の準

備とか作り置きとか、あとは片づけ、洗濯、居室等の清掃、整理整頓、あと買物も

やっていただくような形で想定をしているところでございます。 

  こちらの手続の流れとしましては、出生の届出を出されたときに、こちらの事業

について職員から御案内をさせていただきまして、希望者については登録をしてい

ただくという形で想定しております。登録をしていただいた方について町から１０

回分のクーポンを発行いたしまして、利用者の方がそのクーポンを使って業者に連

絡、日程調整をしていただいて、こちらの事業を活用していただくという形を想定

しているところでございます。 

  こちらについては新規事業という形で、委員がおっしゃられたとおり、県内でも

幾つかの自治体でいろいろなやり方で実施をされているというところでございます。

産前についても、やられている自治体というのは把握しているところでございます

けれども、まずは産後というところに重きを置いて、まずは実施してみるというと

ころで計画したところでございます。 

  こちら、業者の募集等については新年度から行う予定でございまして、条件に合

致した業者さんと契約をして、最短で夏ぐらいから、この事業は始めたいというと

ころで計画しているものになります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  今の御答弁の中で出生時の登録ということで、この登録の仕方だと産前は実際、

難しいのかなと思うところなのですが、事業が動き出して広く周知されていく中で

産前の要望というのがあったら、そこはしっかりフォローアップしていっていただ
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けるような体制も取っていただけたらと思っております。 

  母子福祉費に関わらない部分でも、こども課に関わる部分で新規事業が様々行わ

れております。未熟児の養育医療給付、不妊・不育症の支援事業等も行っていると

ころなのですが、母子福祉費の詳細の一番上のところで会計年度任用職員報酬とい

うものが計上されております。ここは国と県からの補助金で１名の会計年度任用職

員の方に係る費用として計上されているのですが、児童福祉における相談業務及び

児童虐待の予防対応に係る職員さんということです。 

  現状のこども家庭センター、こども課の中の人員配置で、これから新しく様々な

事業を行うのに果たして大丈夫なのかなという不安を感じているところがあります。

取り組む事業は大変すばらしいのですが、しっかりそこの体制が取れていないと業

務をうまく回していくことが難しいのではないかと感じるところがあります。 

  また、妊娠から出産、その後の育児、子育ての全般を伴走型で支援する中で、そ

こに関わる職員さんが会計年度任用職員さんだと、やはり単年度の雇用というとこ

ろで、同じ担当の方がずっと伴走型でついてくれるわけでもないのかなというとこ

ろもあります。そういった部分で、こども課の現体制と今後の事業展開に合わせた

こども家庭センターの配置等の予定について、今の時点で分かるところがあればお

示しください。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課長。 

○こども課長（田中美津子） 

  ただいまの井上議員の御質問にお答えします。 

  現在、こども家庭センター、専門職のみ８名で運営してございます。先ほど趣旨

説明の中から、本当に予算が今まで母子保健事業費の中に全て入っていた、産後ケ

アから未熟児養育医療とか、いろいろなものが見える形で総合計画とともに組み変

わったというところにおいては、非常に業務が増えたかのように見えておりますと

いうところですけれども。こども家庭センターの体制は、今、専門職のみで行って

いるのですけど、やはりこういうところは一般事務職さんの経験をお持ちの方が欲

しいよとか、その辺は人事の担当課、上層部にも要望としてヒアリングいただいた

りしながら、今、検討していただいていると思いますので。そんな状況でございま

す。 

○委員長（前田せつよ） 

  ４番、井上委員。 

○４番（井上慎司） 

  今の課長答弁で現状の体制で問題がないという認識でいいのかなと受け止めたと

ころなのですが、必要に応じてしっかり、そこは人事のほうで町長にも対応してい

ただきたいと思うところです。本当に、先ほども申し上げたとおり専門職の方、特

にソーシャルワーカーさんとかもしっかり入っていった形の中でのこども家庭セン

ターの運用というところが望ましいのかと思いますので、今後もこども課及びこど
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も家庭センターの取組については期待をしておりますので、引き続きよろしくお願

いいたします。 

  町長、そこに対してのお気持ちがあれば、ぜひ御答弁をお願いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  いわゆる人事のお話は非常に難しく、かつ頭の痛いところでございます。そんな

中で、例えば昨年の４月等を基準にすれば、例えば、こども課におきましては、も

ちろん課の中でのいろいろな話合いも経て、必要とされる人数とかもお互いに情報

と意見の交換をさせていただく中で、今後、令和７年度も様々な人の動きというこ

とはあろうかと思いますけれども、現時点で配分できる、配置できるマンパワーと

いう点においては、相応の課題意識を持って配置をさせていただく。あくまで、今

置かれた全職員の状況というものを踏まえてです。それが絶対的に足りているか足

りていないかという議論は、また別に難しくて、総体的に見れば、そこら辺は相応

の思いを込めて人事の配置はさせていただきます。そこは、お約束します。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  １番、清水です。 

  ４９ページ、２款総務費、１項総務管理費、７目交通防犯費、下から２つ目の事

業で自転車安全対策事業費、８０万９，０００円です。こちらはヘルメット購入費

一部補助について前年度比２４万円の増ということで、需要に応えられた事業であ

ると認めています。これまでに何名分を助成し、さらに８０万９，０００円でこれ

から何名分を想定して予算を立てられているのか、お伺いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。清水委員の御質問に御回答させていただきます。 

  現在、この事業につきましては令和５年から補正を取らせていただきまして進め

ている事業になりまして、今年で２年目という形になるのですけれども、現在のと

ころ５１５名の申請をいただいておりまして、今年度につきましては、現時点では

２７０名ほど、今、申請をいただいております。昨年が５１５名で今年度が２７０

名、ちょっとずつ減っているには減っていますので、令和７年度につきましては２

４０名の積算で予算を組ませていただいております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 
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  こちらは私も自分の分と子どもの分と申請させていただきましたが、内訳として

子ども分、大人分という数がお分かりになりましたら、お示しください。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  すみません。今年度につきましては集計がまだできていませんけれども、昨年の

実績でいきますと、９歳以下の方が１３５件です。パーセント的には２６．２％に

なります。１０歳代が１０１件、パーセントでいきますと１９．６％、１０歳代ま

での全体のパーセントで４５．８％となっております。続きまして大人になります

けれども、７０歳代の方が６３件、パーセントでいきますと１２．２％、４０歳代

の方が６０件、１１．７％、３０代の方が５６件、１０．９％という形で、全体的

には若年層と３０から４０代の親世代と高齢世代の方が多かった状況となっており

ます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  よく分かりました。満遍なくいらっしゃるなという印象はございます。 

  こちら、実際にヘルメットを助成して購入して、そして実際にしているか、そち

らの効果というか印象をお伺いしたいと思いますが、実は、私は個人的にしていな

い中学生をよく見かけると思うのです。大人でも見かけますが。これから暑くなる

ところですので、余計に「いいか」という気持ちが働くのではと懸念する時期であ

りますので、ヘルメット助成をしているこの事業は需要があるもので受け取られて

はいますが、もう一歩進んだ自転車事故を防止するためのものがヘルメットにちな

んでも必要になってくるかなと思います。ヘルメットをしていないと、これだけの

違いがあるといった啓発が必要になってくるかと思うのですけれども、御見解を伺

います。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼地域防災課長。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

  それでは、お答えしたいと思います。 

  実際、今８００名近い方に補助を出しているという実績がある中で、その後の追

跡調査で、しっかりとヘルメットを着用していただいているのかどうかというよう

な調査は行っておりません。ただ、年間を通じて交通安全運動というのをやってお

りますので、その中でキャンペーン等を通じて、ヘルメットは努力義務ではあるの

ですけれども、ヘルメットをしないとこういった死亡事故が大きいだとか、そうい

ったものの啓発というのは、これまでもやっていたのですけれども、やはりそうい

った重要性というのは必要だと思いますので、今、清水委員が言ったような形の中
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で引き続きヘルメット着用についての周知・啓発というのは行っていきたいと思っ

ております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下純夫です。 

  ページ数が６３ページになります。３款、１項、３目、高齢者生きがいづくり推

進事業費、２５５万円のうち７８万円６，０００円がゆめクラブ活動の補助金だと

思うのですけれども、先日８日の日に県立保健福祉大学の先生が来られて、開成町

の実際のデータを例に取ってお話をしていただいた中でも、個人で黙々と筋トレを

やるよりは、トレーニング的なことは何もしなくても人が集まるところに出たほう

がフレイルの予防になるというお話をされていたと思うのですが、この具体的な補

助の中身、どういうことに使われているのか、具体例を御開示ください。 

○委員長（前田せつよ） 

  福祉介護課班長。 

○福祉班長（鈴木美由紀） 

  福祉介護課、鈴木です。お答えいたします。 

  老人クラブに対する補助ですけれども、活動内容としては、各老人クラブにおけ

るイベントに行われていることがほとんどです。例えば、お誕生日会ですとか何か

イベントを行うようなときが主だと考えております。また、友愛チームというとこ

ろで会員同士の見守り活動というところにも行われているという認識でございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下です。 

  申請があった上で、そこに対して補助を行うというイメージでよろしいでしょう

か。 

○委員長（前田せつよ） 

  福祉介護課班長。 

○福祉班長（鈴木美由紀） 

  福祉介護課、鈴木です。 

  申請があって補助を出しているということです。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下です。 
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  ぜひ、先日の話等も受けて、担当課長も参加されていましたので、こちら側から

少しリードして。どこに行っても、こういう話になります。こういう場に出てくる

人はいいのだけど、出てこない人へのアプローチをどうするかというところが課題

ですので、そうしたところの研究ですとか、その事例を各老人会に下ろすとか、そ

うしたことも含めて、もう少しトータルなところでの予算の使い方、そうしたもの

も今後検討いただければと思いますが、いかがでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼福祉介護課長。 

○参事兼福祉介護課長（中戸川進二） 

  ただいまの御質問にお答えいたします。 

  貴重な御意見、ありがとうございます。課題認識といたしましては、これからさ

らに高齢化が進んでいくということですとかフレイル予防を充実させていく必要が

ある、元気なお年寄りを増やしていくというのは非常に大きな課題だと考えてござ

います。御意見にあったとおり、お年寄りの方が、御高齢の方が外出する、集まる

場をより多く確保していくというのは非常に大事なことだと思いますので、社会福

祉協議会等もいろいろな事業をやってございますが、連携しながら、より充実を図

っていくような研究をしてまいりたいと考えてございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ９番、佐々木昇です。 

  ページ９１ページ、８款消防費、１項、３目、事業、消防施設管理費、説明、消

防団詰所エアコン設置工事費のところでお伺いします。消防団詰所にエアコンを整

備するということですけれども、詳細を伺いたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。佐々木委員の御質問に御回答させていただきます。 

  今回の詰所のエアコン設置の工事につきましては、全分団に１台ずつ設置するの

ですけれども、現在、３個分団については古いものがついているところも実際はあ

りますけれども、古過ぎて機能していないということですので、７個分団全てにエ

アコンを１台ずつ設置する工事になります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  すみません。再度確認させてください。令和７年度に全ての分団にエアコンが設
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置されるという理解でよろしいでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。 

  消防団の熱中症対策も含めて、委員がおっしゃられたとおり全個分団に設置しま

す。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ６番、星野委員。 

○６番（星野洋一） 

  ６番、星野洋一です。 

  ページ数４９ページ、２款、１項、７目、上から２つ目の地域防犯力向上事業費

の中の防犯カメラ設置工事費についてお伺いをいたします。これに関しては犯罪等

の未然防止や事件、事故等の早期解決を図るために新たに防犯カメラ３基を設置す

るということで、前年度、令和６年度も防犯カメラ３台設置していただき、つい最

近、タウンニュース、それにも写真入りで掲載しておりました。役場でもリアルタ

イムでモニターが可能であるというものをつけていただいておるということです。 

  防犯カメラ、本当に犯罪抑止とか犯罪の解決に非常に有効であると私は思ってお

りますので、これは持続的に設置をしていただきたいと思っていますが、前年度の

３台、これは設置に９９万５，０００円をかけていますが、今年度は倍以上の２４

１万９，０００円、かなり設置の費用が高くなっておりますが、その理由をお伺い

いたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。星野委員の御質問に御回答させていただきます。 

  昨年の設置工事費につきましては、星野委員がおっしゃるとおり９０万台の予算

計上となっておりました。実際、今年度の工事につきましては、施工準備に入った

ときに、設計を組んだ時点で当初予定していた予算より、カメラ本体があって、そ

れのバックアップを取る機械等が経常的に漏れていたのが現状でございます。実際

には、そこで設計し直しまして付随機器が大分発生した関係で、実際には１００万

ちょっと追加で工事を発注したのが現状でございます。そのために、来年度の予算

につきましては、機器と設計を考慮した中で予算計上しているために１２０万強追

加となってしまいました。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ６番、星野委員。 
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○６番（星野洋一） 

  ６番、星野です。 

  バックアップを入れ忘れていたということで、実際に１００万、結果的には上が

ってしまったということですね。その辺は、ちゃんとしっかりした予算を組んでい

ただきたいと思います。 

  本当に、私としては防犯、安全・安心ということに関しては非常にこれは有効だ

と思っていますので、これからも持続的な設置を望んでおりますので、その点のと

ころをしっかりとやっていただいて、これからも計画的に進めていただきたいと思

います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ３番、石田委員。 

○３番（石田史行） 

  ３番、石田史行でございます。 

  ページは５３ページ、２款総務費の一番下のところです。コミュニティ施設管理

費の中の一番下のところの地域集会施設ＬＥＤ化工事費として３６８万５，０００

円を計上されておりますが、これは新たな取組になるかと思うのですけれども、内

容について、狙いについても併せて、まず御説明いただきたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○協働推進班長（岩本美樹） 

  地域防災課の岩本です。石田委員の御質問にお答えをさせていただきます。 

  ＬＥＤ化工事の狙いとしては、２０２７年度までに段階的に蛍光等が生産廃止さ

れるというところがございまして、ＬＥＤ化工事をそのために実施するものでござ

います。一応、地域防災力強化事業補助金というのを充てて工事をする予定にはし

てございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ３番、石田委員。 

○３番（石田史行） 

  補助金を使って、これ、やっていかれるということですけれども、私が聞きたい

のは、３６８万５，０００円でどこまでの自治会が対象になってくるのか。その辺

が明示されていないので確認をしているということと、これから計画的にやってい

くということであるならば今年度限りではなくて何年かけてやっていくかとか、そ

ういう目標、そういったものもお示しいただきたいなと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○協働推進班長（岩本美樹） 



－３０１－ 

  地域防災課の岩本です。失礼いたしました。 

  ７年度の工事を予定している集会施設でございますが、岡野、金井島、上延沢、

円中、牛島の５自治会の集会施設になります。今後の計画でございますけれども、

あとの残っている集会施設につきましては来年度以降、計画的に行っていくという

ところで予定してございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ３番、石田委員。 

○３番（石田史行） 

  分かりました。新年度の対象の自治会は今のところで分かりましたけれども、結

局全自治会をＬＥＤ化していくということで、大変いい取組だなと思っております。

私、町民センターの改修工事でＬＥＤ化を大分されましたけれども、大変、図書室

なんかも明るくなりまして、自治会館、所によっては大変老朽化している自治会館

もある中で、ＬＥＤ化をすることによって部屋の中が大変明るくなるという期待が

持てますので、これはしっかりと計画的にやっていただきたいと思いますけれども、

よろしくお願いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  答弁はよろしいですか。参事兼地域防災課長。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

  ありがとうございます。今、担当の岩本も言いましたけれども、令和７年度は５

つの地域集会施設、令和８年度、令和９年度でやっていければと考えております。

先ほど言ったような形で２０２７年末までに生産が終了という形もありますので、

また、県の市町村地域防災力強化事業費補助金、これが２分の１つくこともありま

すので計画的に進めていくというのと、地域集会施設は災害時の地域避難所にもな

りますので、そういう部分でもしっかりとＬＥＤ化工事を進めていければと考えて

おります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下純夫です。 

  今のところなのですけれども、地域の避難所にもなるということでしたが、ＬＥ

Ｄ、もちろん諸事情で、もうそれ以上蛍光等を作らないので変えなくてはいけない

というのは分かるのですが、避難所にした場合、それから少し前の同僚委員の質問

に対します、子どもの見守りで地域での見守りということも町長から出たのですが、

公民館とか自治会館での寺子屋的なものも想定されているのかなと思いますと、ト

イレの洋式化、これは急務ではないかと思うのです。 

  御高齢者はなかなか和式のものは使いにくい、それから今のお子さんたちは和式、
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使ったこともないという方もいらっしゃいます。多くの自治会館、公民館が洋式化

されているとは思うのですけれども、中には取り残されているところもございます

ので、その辺りは至急検討していただきたいと思っておりますが、お考えをお聞か

せください。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼地域防災課長。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

  それでは、お答えしたいと思います。 

  トイレの洋式化につきましては、平成の終わりぐらいから令和の初めぐらいにか

けて、自治活動応援課があった当時になりますけれども、そこのところは結構、洋

式化の改修工事は進めてきたところでございます。ただ、今、現時点で資料は持ち

合わせておりませんので、もう一度調査をさせてもらった中で、まだ和式のトイレ

等々があるのであれば、それはやはり洋式化というのは必要だと思いますので、調

査させてもらった上で対応させていただければと思います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ２番、吉田委員。 

○２番（吉田敏郎） 

  ２番、吉田です。 

  ページは９０ページの消防団等活動推進事業費の中の消防団員報酬６６０万５，

０００円、それから出動報酬が３８１万２，０００円、これについて。報酬、今の

消防団員の人数に合わせての報酬の金額を提示しているのか、それとも１０８名と

いうことで満の場合のこれを示しているのか、まず、そこからお願いします。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。吉田委員の御質問に御回答させていただきます。 

  まず、予算の額の算出は定数の１０８団員の数で計算をしております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ２番、吉田委員。 

○２番（吉田敏郎） 

  ２番、吉田です。 

  今現在、開成町消防団の中では定員に満たない、満になっていないと思いますけ

れども、改めて今の１０８人、これが適正な人数なのかというのは、どういうふう

にお考えでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 
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○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。吉田委員の質問にお答えさせていただきます。 

  現在、各１個分団に１５名の計算で１０８名という形、本部を含めて１０８名な

のですけれども、やはり１５名という数につきましては、災害が発生した、火災が

長く、今の青森県の火災等も含めて、災害が長引いたときに交代勤務ということも

考えられますので、やはり定数的には１５名、交代ができる要員は必要と思います

ので、適正な人数かなと考えております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ２番、吉田委員。 

○２番（吉田敏郎） 

  分団に１５名は必要だということで確認しましたけれども。というのは、今いろ

いろ皆様、御苦労をなさってくれて、少しでも定員が増えるようにということで努

力を伺っております。ただ、団員になっていただいてはいるのですけれども、いろ

いろな事情もあると思いますけれども、どうしても活動、要するに出動なり点検等々

でなかなかそこに参加してくれない。そういう方も結構いるということはいろいろ

聞いておりますけれども、そういうことが、それで非常に厳しいことが起きるとい

うことも考えながら適正人数をちょっと考えていくことも１つの案なのかなと思っ

て質問させてもらいましたけれども。 

  どうしても１０８に近ければいいのだという、それありきでは非常になかなか難

しい面も出ると思いますので、その点を考えて、これからの消防団運営をしっかり

やっていただきたいと思いますけれども。なるべく１５名満員になるようにという

ことで努力してもらうことなのですけれども、改めて、団員になった人たちにしっ

かりと、町民の皆さんの安全のためにしっかり出ていただくということも改めて分

団長なり団長を通じて、そういう指導も必要なのかなという。これは上から目線で

はなく、そういう形で考えることも必要だと思いますので、これからも、ぜひ、そ

ういう指導等々もお願いしたいと思います。いかがですか。 

○委員長（前田せつよ） 

  答弁、参事兼地域防災課長。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

  ありがとうございます。ここ近年、定数の１０８名というのはなかなか届かない

状況の中で、平成２９年に町のほうで消防組織強化推進協議会というのを立ち上げ

ました。吉田議員も御存じだと思いますけれども。そういった中で、平成２９年か

ら令和６年度まで、これまでに新たに４０名の消防団員の方が新入団員として入団

していただきました。少しずつではあるのですけれども、そういった自治会や消防

団ＯＢの方々、また協力事業者の方々等の御協力により、何とか維持できている状

況です。 

  そういう中では、来年度、消防団の分団の運営費の補助金を新たに創設しました。
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先ほどエアコンの話もありましたけれども、消防団員になってもらって長く活動し

ていただくための環境整備というのをしっかりと町としても支援していかなければ

いけないかなと考えております。そういう中で、今言いました分団運営費の補助金

についても、今、年間報酬、出動報酬というのは個人にしっかりと振り込まれてい

る状況なのですけれども、その年間報酬が分団運営費のほうに回されるというよう

な状況もありますので、しっかりと個人の報酬は個人の手元に残るような形の中で、

新たな分団の運営費の補助金というのを創設させていただきました。 

  そういうのも含めながら、また地域の方々の御協力をいただきながら、新入団員

の確保と、しっかりと長く活動していただけるような環境整備を、これからも推進

していきたいと考えているところでございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  ５番、武井です。 

  ６０ページの中頃になりますが、社会福祉協議会運営支援事業費になります。こ

れが、令和７年度の予算で３，０８２万５，０００円と。これは令和６年が３，０

９６万２，０００円ですから、マイナス１３万７，０００円と。その前に行きます

と、令和５年ですと３，２８８万２，０００円ということですから、この３年間で

１９２万減って１３万７，０００円減ったと。 

  冒頭の町長のお話でもありましたけれども、要介護・要支援が増えてきたという、

開成町に高齢化が急激に進んできたなというのは私も実感している中で、これが２

年連続減額になっていると。やはり社会福祉協議会というのは、町との関係でも非

常に。確かに、高齢者だけではないことは分かっております。ただ、高齢者の支援

というところで非常に大きなウエートを占めていると思うのですが、この減額とい

う要因は何でしょう。 

○委員長（前田せつよ） 

  福祉介護課班長。 

○福祉班長（鈴木美由紀） 

  福祉介護課、鈴木です。 

  減額の要因というのが、双方で協議をした結果というお答えになってしまうので

すけれども。社会福祉協議会のほうも、こちらの減額でオーケーというところで認

識はしています。 

○委員長（前田せつよ） 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  社会福祉協議会と双方の話合いの結果ということですが、これから特別会計の介

護保険のほうでも少し話をしたいと思いますが、ここには大切な包括支援センター
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も委託しておりまして、ここも実質上、この２年間で同額ということは、人件費等、

上がってきている中で考えると、実質減額ではないかと私は捉えておるのですが。

社会福祉協議会というところ、開成町のある意味、高齢者福祉の要になっていくと

ころだと思うのですが、双方の話合いでというところは分かるのですけれども、で

は、そこに関する、町として、どういう位置づけだと改めて感じておるのでしょう

か。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼福祉介護課長。 

○参事兼福祉介護課長（中戸川進二） 

  ただいまの御質問にお答えいたします。 

  社会福祉協議会との関わりということでございますが、まず、今、委員から御指

摘、御指示のあったページにつきましては、社会福祉協議会本体に対する町からの

支援というところで、社協そのものの事業ですとか社協の人件費に対して双方で合

意を得た金額を支援するといったものでございます。 

  それで、社協との関わりというのが非常に、今、また、これからまさしく高齢化

が進んでいく中で、非常に町としても課題というふうに思っております。ただ、現

場で町民と直接、接する福祉的事業を社会福祉協議会はかなりやってございますの

で、町としては、しっかりその事業を必要なものについては支えていきながら、今

後ますます増えていくであろう需要にしっかりと対応していく必要があるのかなと

考えてございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ５番、武井委員。 

○５番（武井正広） 

  社協との関わり、住民との関わりが非常に大きいところだからしっかり支えてい

きたい。もう、まさにしっかり支えていっていただいて、町ときちんとタイアップ

しながらですね。ある意味、高齢者福祉を支えている一番大きなところと私は認識

しておりますので。 

  私自身も、やはり社協さん、包括支援センターというところの相談によって、い

ろいろ親の介護というところ、本当によかったなと思うところもあるわけです。介

護１つ取っても、やはり初めてのことですと、みんな我々の世代でも分からないこ

とばかりで、どこへ相談していいのかななんてなったときに、実は、そういったと

ころになるわけですから、そこはしっかり支えていっていただきたいと思います。

答弁は結構です。 

○委員長（前田せつよ） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  一言、補足というかコメントさせていただければと思います。 
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  今、担当課のほうからは双方の合意の下でと、話合いの下でという説明をさせて

いただいたのですけれども、これ以外に施設としては指定管理料というのもござい

ますし、幾つかの項目に分かれて町から組織としての社会福祉協議会にいろいろな

形でお金が渡っているということで、トータルでこのような数字になっているとい

うことを御理解いただければと思います。 

  トータルと申しますのは、例えば、施設、ハード、上物並びに土地も全部、町で

す。修繕、この前、椅子も壊れてしまいましたけれども、あれも相当な額、町が払

っています。それぞれの事業に内訳していくと、その事業をそもそも論、どちらが

やるべきかという議論は常にあると思いますし、巡回バスも含めてですね、そうい

った仕事の割り振りと、その他、様々な関わりの中でこのような数字があるという

ことで。決して、例えば単年度で減ったから、そこの数字が１個減ったから福祉業

務を軽視しているとかということでは全くありませんということを、まずもって御

理解をいただければなと思います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  委員の皆様にお尋ねいたします。第２ブロックの所管に関する質疑を行うという

委員の方は挙手、お願いします。 

  それでは、暫時休憩といたします。開会を１６時２５分といたします。 

  休憩再開後は、引き続き第２ブロックの所管に関する質疑を行います。 

午後４時０９分 

○委員長（前田せつよ） 

  再開いたします。 

午後４時２５分 

○委員長（前田せつよ） 

  引き続き、第２ブロックの所管に関する質疑を開始いたします。 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ９番、佐々木昇です。 

  ページ６３ページ、３款民生費、１項、３目、事業、介護用品購入費助成事業費

のところでお伺いします。自宅において常時介護が必要な高齢者や障害者に使用す

る紙おむつの購入費用を助成するということで、今年度、令和６年度とそんなに予

算金額は変わらないのですけれども、この辺、どのような見込みで算定されたのか、

お伺いしたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  福祉介護課班長。 

○福祉班長（鈴木美由紀） 

  福祉介護課、鈴木です。 

  こちらの予算計上としましては、非課税世帯の方１１名、課税世帯の方１２名で、
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実績に基づいて算定しております。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  それで、私の認識では、これは対象者が在宅、要介護４と５の方ということで認

識しているのですけれども、その辺の確認と、今年度予算を算定するに当たって、

この辺、変わられているのなら変わられているということで、この辺の対象者の特

に要介護４と５、この辺りの対象者の拡大とか、その辺を検討されたかどうか、お

伺いします。 

○委員長（前田せつよ） 

  福祉介護課班長。 

○福祉班長（鈴木美由紀） 

  福祉介護課、鈴木です。 

  議員のおっしゃるとおり、こちらは要介護４と５、または身体障害者手帳１級、

２級をお持ちの方で在宅の方を対象としております。今のところ、拡大予定という

のは検討していません。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  この辺、各自治体によってもいろいろございます。要介護１からの自治体とかも

あれば、３、要件付というか条件を満たせばというところもあります。ぜひ、この

辺、拡充に向けて、やはりこういう声は大きいので、３で条件を満たす方と。要介

護３の方でも、やはりなかなか、こういうところを望んでいる方も多いというか声

を聞きますので、ぜひ、この辺を検討していただきたいと思いますので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。お答えいただければと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼福祉介護課長。 

○参事兼福祉介護課長（中戸川進二） 

  ただいまの御質問、御意見にお答えしたいと思います。 

  まず、高齢者に対するサービス、それから、うちのほうで所管しております障害

者に対するサービス、共にサービスの受給をされている方が非常に増えてきている

という実態がございます。その上で、必要なサービスはしっかり提供していくため

にどうすればいいかというのは、この事業に限らず課題と捉えております。限りあ

る財源を有効に活用するためには、もう少し１つ１つの事業を深掘りしていくのか、

それとも浅くして広くしていくのかというところは非常に議論があるところだと思

いますので、そういったことを踏まえながら、時代の要請、求めに応じて適切な事

業の組立てを研究してまいりたいと考えてございます。 

○委員長（前田せつよ） 
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  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  １番、清水です。 

  ７０ページ、３款民生費、２項児童福祉費、２目母子福祉費の中段少し下の母子

福祉事務費、１，１４３万８，０００円。全体にわたり、今回は予算書の中で事業

名等の名称変更の話が出ています。こちらも前年では款項同じで、目も内容は同じ

ですが名称が児童措置費、こちらが母子福祉費となっていまして、児童措置費より

は軟らかく分かりやすい名称になったので、内部の御検討があったのかなと推測い

たしました。 

  国では、母子及び父子並びに寡婦福祉法の規定というのがございます。国の規定

上、母子の言葉に父子や寡婦が含まれるわけではなく、ほかの自治体の予算書の表

記では母子父子福祉事務費というのがございます。こちらの数字についても伺いま

すが、まずは名称についてのお考えを伺います。 

○委員長（前田せつよ） 

  どなたが御答弁されますか。こども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 

  こども課の木村です。 

  貴重な御意見、どうもありがとうございます。こちらについては、見直しの中で

母子福祉費の中の事務費という形で、昨年度、予算の中にありましたこども家庭セ

ンター運営事業費を分かりやすい形ですみ分けをした中で、事務費として残した費

用になります。そちらの名称についてでございますけれども、母子だけではなく父

子もというところ等も御意見いただきまして、こちらの事業費についても母子に限

らずというところもありますので、今後、名称等については検討していきたいと思

います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  次に、そちらの中身についてですけれども、説明の中で母子福祉事務費は区分と

して報償費と委託料がございます。こどもに関する各種データ連携による支援事業

委託料、１，０９８万８，０００円、こちら、前年度は同じ委託料が３９７万４，

０００円でした。同じ名称の委託料が、ちょっと遡りまして令和５年度に遡ると、

そのときはシステム構築ということで１，４３０万を計上、そして次の令和６年度

は、それを利用するということで構築分がなくなり３９７万４，０００円に下がり

ました。ここでまた倍以上に上がっている理由と、その効果について伺います。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 
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  こども課の木村です。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  こちらのこどもに関する各種データ連携による支援業務委託料でございますけれ

ども、こちらについて、まず昨年度と費用が大きく差が出ているというところの理

由からでございますけれども、こちらについては昨年度と同様に、構築した、昨年

度、令和６年度と同様に、５年末に構築しました子どものデータ連携のシステム、

こちらの運用の費用については同じくこちらの中に入っているところでございます

けれども、大きく増加した理由としましてはシステムの標準化。 

  令和７年度にシステムの標準化が行われますので、このシステムについては今の

住基システム等のマイナンバーのシステムを活用してございますので、そちらのデ

ータを抽出して連携をしているという現状がございます。そちらの基幹系のシステ

ムの標準化に合わせてデータ連携のシステムの標準化も対応しなければいけないと

いうところで、ここの費用が約８３０万ほど計上させていただいてございますので、

そちらの増に伴う委託料の増という形になります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  効果をというところも伺いましたので、子どもに関する各種データ連携による、

こちらですね、その効果も伺いたいのですけれども、ちょっと一緒に確認をさせて

いただきますが、マイナンバーの情報を取り入れているという今の御答弁がありま

して、そちらは標準化も対応しなければいけないとおっしゃっていたので、マイナ

ンバーカードを持っていない方のデータも含まれているということでよろしいでし

ょうか。先ほどの質問の委託している事業の効果とマイナンバーカードについて、

伺いたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 

  こども課、木村です。ただいまの委員の御質問にお答えいたします。 

  先ほどの答弁が漏れてしまいまして、申し訳ございませんでした。まず、マイナ

ンバーを持っていない方の情報というところでございますけれども、今、住基等の

基幹系のシステムに入っているデータを統合させていただいてございますので、マ

イナンバーを持っていない方のデータも活用させていただいているところでござい

ます。 

  こちらのデータ連携の事業の効果でございますけれども、もともと令和４年度の

途中から、こちらの事業を補正予算において開始をいたしまして、こちら、令和４

年度は子どもに関するデータを扱う各システムのデータを、現状どういったデータ

を持っているのかというところを整理してきたところでございます。令和５年度に

ついては、連携のシステムを構築した上で仮稼働を行いまして、支援が必要な子ど
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もや家庭を早期発見するための判定基準というのを現場の職員で検証を行った上で

構築したものでございます。 

  令和６年度については、システムを実際に活用いたしましてリスクを抱えた家庭

を支援につなげていくことを目指して、毎月、専門職によるカンファレンス、会議

を実施をするなど本事業に取り組んできたところでございまして、こちらの事業に

ついては従前から御説明させていただいたとおり、令和５年度、６年度は、こども

家庭庁のこどもデータ連携実証事業に採択を受けて、経費は全額、国の予算におい

て執行という形を取ってございまして、先日の３月の補正でも全額減額させていた

だいた部分になります。 

  これまでの効果というところでございます。当町の成果の報告としましては、令

和６年度については２例ございまして、システムのほうで「リスクあり」という形

で上がってきた家庭に対して、ケースワーカーの面談によるフォローアップや福祉

団体につなぐといった支援体制を構築したというケースがございます。そちらが成

果報告という形になります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  一部答弁漏れがございましたので、もう一回の質問を許可します。清水委員、い

かがですか。 

○１番（清水友紀） 

  大丈夫です。 

○委員長（前田せつよ） 

  はい。それでは、ほかに質疑。 

  失礼いたしました。参事兼企画政策課長。 

○参事兼企画政策課長（岩本浩二） 

  先ほどの名称の関係で御説明をさせていただければと思います。 

  先ほど、ほかの委員の方からも名称がというような御指摘をいただきましたが、

名称の整理につきましては、基本的に、先ほども御説明さしあげたとおり総合計画

の体系に合わせること、それと事務事業評価の適切な運用のために事業単位を見直

したという流れの中で、先ほどの母子福祉費に関しましては地方自治法施行規則に

よる目に基づきまして名称を整理したということでございますので、父子を含むと

いうことに意味合い的にはなりますが、今後も母子福祉費という名称を使ってまい

りたいということで御了解をいただければと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  それでは、こども課班長。 

○こども支援兼こども家庭班長（木村啓章） 

  こども課の木村です。 

  先ほどの私の答弁を訂正させていただきたいと思います。先ほど「マイナンバー

を持っていない」と申し上げてしまったのですけれども、正確にはマイナンバーカ
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ードを持っていない方の情報もデータとして使わせていただいているというところ

になりますので、訂正させていただきます。 

  以上です。申し訳ございません。 

○委員長（前田せつよ） 

  よろしいですか。関連はございませんね。 

  では、６番、星野委員。 

○６番（星野洋一） 

  ６番、星野洋一です。 

  ６１ページ、３款、１項、１目、上から３番目の地域見守り推進事業費について

お伺いしたいと思います。これは緊急通報装置の委託料として３８５万８，０００

円ということで組まれておりますが、今回、比較としては１０３万８，０００円増

えておりますが、これを私は毎年ちょっと気にしていまして。やはり高齢者、独り

住まいで生活しているときに、この装置によって命が救われるということで非常に

大切なものだと認識しております。今回、１０３万８，０００円について、これは

何台ぐらい今回は増えているのか、その辺のところを少しお伺いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  福祉介護課班長。 

○福祉班長（鈴木美由紀） 

  福祉介護課、鈴木です。 

  何台ぐらい増えているかという御質問ですが、昨年度は６０世帯を見込んでいま

すが、今回は７５世帯を見込んでの計上になります。 

○委員長（前田せつよ） 

  ６番、星野委員。 

○６番（星野洋一） 

  ６番、星野です。 

  今、去年が６０、今年、７５とおっしゃいましたかね。７５世帯。これ、見込ん

でいるということなのですが、これで基本的には十分要望を満たす台数、１００万

円の増で満たす台数になっているのか、お伺いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  福祉介護課班長。 

○福祉班長（鈴木美由紀） 

  福祉介護課、鈴木です。 

  実績に応じて計上させていただいていますので、今までの伸び率からいくと、こ

の辺りが妥当かという形で試算しております。 

○委員長（前田せつよ） 

  ６番、星野委員。 

○６番（星野洋一） 

  ６番、星野です。 
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  実績に基づいてということなのでしょうけど、だんだん高齢者の独り住まい、あ

と、その他いろいろ、障害者、その他、かなり増える状態ではあるので、これから

も少しその辺のところをしっかりと見極めながらやっていただければと思います。

返答は結構です。答弁は結構です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ７番、今西委員。 

○７番（今西景子） 

  ７番、今西景子です。 

  ７６ページ、４款、１項、３目、事業名、不妊症・不育症治療支援事業、６０万

円計上されております。私、女性が多い環境に身を置いておりますが、現在、不妊

治療とか不育治療を受けている方が大変多くなったなと肌感で感じております。か

なり精神的にきついと聞いていまして、さらに治療費が高額で、また、働いている

方は自分の治療によった体調だとか治療のタイミングだとか、そういったところで

仕事を減らしたりとか休んだりしたりだとかというところで、経済的にもかなり負

担が大きいと聞いています。この３０万、３０万の６０万というのは去年と同額に

なっておりますが、十分な額だったかというのを確認させてください。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課長。 

○こども課長（田中美津子） 

  ただいまの今西議員の御質問にお答えいたします。 

  予算、合計で６０万円確保しております。昨年同額でございます。令和５年度か

ら不妊症治療が保険適用になったことから、ほとんどの治療が保険で適用できるよ

うになりました。今、町が補助しているのは、先進医療についての部分となります。 

  実績といたしまして、今年度４件分、不妊症治療については出ております。ただ、

本当にほとんどが保険適用ということで、５万円が上限となっておりますけれども、

５万円以下で１回の治療申請が出ておりますので、予算的には不足することなくで

きております。 

  また、不育症治療についても、過去２年間０件という状況で支出はございません

でした。今年度は１件ほど申請が上がっておりまして、上限マックス３０万円とい

うことで支出している状況でございます。今のところ、この予算の中で運用できて

いくかなというところで見込んでございます。 

○委員長（前田せつよ） 

  ７番、今西委員。 

○７番（今西景子） 

  治療の助成に関しまして開成町のホームページを見ますと、助成金の交付の申請

の手続に関して１から６まで必要な書類等々をそろえて、こども課まで申請してく

ださいとございます。不妊治療だとか不育治療というのは大変ナイーブなところで、

プライバシーの配慮とか時間的な負担等々も考えなくてはいけないかなと思ってい
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るところですが、ネット対応とか、どうしても対面でやらなくてはいけないのかと

か、そこら辺を聞かせていただけたらと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課長。 

○こども課長（田中美津子） 

  ただいまの御質問にお答えいたします。 

  現在は窓口というところで、御本人のお気持ちとか、その辺も配慮しながら、必

要であれば個別の相談室で状況をお伺いしたりしながら金額の補助の確認。書類の

ほうがかなり複雑になりますし、領収証等の確認等もきちんと公費を投入するとい

うところにおいては確認せざるを得ないところもございますので、今のところ窓口

で保健師が聞き取りながら申請を受け付けている状況でございます。今後、検討し

てまいりたいと思っております。 

○委員長（前田せつよ） 

  ほかに質疑、ございませんか。 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  １番、清水です。 

  ７５ページ、４款衛生費、１項保健衛生費、３目母子保健費、中ほどの母子健康

診査事業費、１，９７５万６，０００円の件についてです。こちらは、新規事業と

して妊産婦が地域歯科医師会加入の医院で、全額公費で歯科健診を受けられること

になるという御説明がございました。２目の予防費のほうでも二十歳から１０年ご

との歯周チェックが加わるということで、歯科健診に町として力を入れ始めた印象

がございます。説明にある報償費１００万８，０００円に近い金額が国の支出金１

０７万８，０００円と示されています。前年度は、こちらの報償費の支出は国では

なく県で記されていたのですけれども、国・県、共に母子保健事務費と家庭支援費

とありまして分かりにくく、歳入では何に当たるのか、お示しいただきたいと思い

ます。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課長。 

○こども課長（田中美津子） 

  ただいまの御質問にお答えいたします。 

  この健診等の中においては、１か月健診、産婦健診等が国の補助金等に当たって

ございます。国の２分の１の補助等があります。一部、乳幼児健診につきましては

新たに法が改正されて、少子化対策でかなり妊産婦及び多胎児の妊娠・出産に関す

る妊産婦健診、あとは新たに始まった１か月健康診査などについての新たな国の補

助金制度が充ててございます。 

  また、先ほどの歯科健診の関係でございますけれども、おっしゃるとおり、歯科

につきましては高齢者対策の口腔フレイルという、最終的な人生の終盤に当たって
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やはり若い頃からの手入れが非常に必要になってくるということで、保険健康課所

管の２０歳から７０歳までの歯科健診。あとは、母子保健の部分では、妊産婦の一

番ホルモンのバランスを崩して虫歯あるいは歯周疾患になりやすい部分に焦点を当

てて、この健診等の費用の中の９０万円を歯科健診に充てて新規事業として行う予

定で計上してございます。 

  説明については以上になります。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  こちらは幾つかの健診の補助金が含まれていますので、まとめてのところの県の

支出金ということで理解しました。 

  健診内容は前年度に記載があった、今ここに妊産婦健康診査費等補助金ですとか

新生児聴覚検査費補助金などが記載されている中の、前年度は特定不妊助成金や不

育症治療助成金の２つも含まれていて計６つでした。それが４つとなっています。

いずれも公費で補助金を出す内容ですが、これらの健診内容の重要性を考えますと、

歯科健診にだけ全額公費で出すものなのかなという疑問がございまして、１人幾ら

の補助で歯科医への委託料、あと１人幾らの補助金という見込みで計上しているの

か。また、歯科医への委託料というのは幾らになるのか、お示しいただけたらと思

います。 

○委員長（前田せつよ） 

  こども課長。 

○こども課長（田中美津子） 

  ただいまの御質問にお答えいたします。 

  地域の医療機関への委託費といたしましては、１件５，０００円掛ける妊産婦と

いうことで、妊娠中１回、産後１回ということで、合計９０件を見込んで９０万円

として計上してございます。 

○委員長（前田せつよ） 

  １番、清水委員。 

○１番（清水友紀） 

  健診内容が６から４に数が減っていまして、それぞれの補助金予算もそう大きく

変わっておりません。健診等委託料が、その中でも約１００万円増額しています。

これは、今の御説明ですと、ほかの例えば産婦人科医ですとかと変わらないような

一律の御説明だったのですけれども、ただ、全額補助というところが少し違うのか

なと、歯科健診に関しては違うのかなと思います。歯科医師会とは、どれだけ健診

を導入しない中で弊害があるから必要という話に至ったのか。また、そちらの委託

料について、交渉された上での一般財源からの支払いということでしょうか。そち

らのほう、御説明いただけたらと思います。 

○委員長（前田せつよ） 
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  こども課長。 

○こども課長（田中美津子） 

  １点、予算書の見方の部分で御説明させていただきたいと思います。 

  この負担金、補助及び交付金というところについての妊産婦健康診査の補助金と

か１か月健診等、ここにある、これにつきましては、里帰り分娩等で県外に出て券

が使えなかったり契約している医療機関で受けられなかった場合に、１回自費で払

っていただいて、こちらに戻ってきたときに償還払いとしてお返しする分の額が一

部、ほんの一部、乗っているというところで。ほかの先ほどおっしゃっていただい

た妊婦健診等の１４回の補助とか、その辺については、集団健診の３～４か月、保

健センターで行います集団健診や歯科健診、個別健診等も含めまして、この各種健

診等委託料に入っているというところで補足の説明をさせていただいた上で。 

  先ほどの御質問の妊産婦の歯科健診についての金額の委託料の設定というところ

でございますけれども、１市５町の中で数か所、２か所ほど、先に町村の中でこの

事業を進めているところがございます。地域の歯科医師会との契約において進めて

いるというところで、情報交換等をさせていただいた上で医師会の会長さん及び地

域の先生方にお伺いを立てた中で、この金額というところで進めさせていただくと

いうところでございます。 

  また、歯科に力を入れて口腔の側面からしっかりと健康をつくっていくというと

ころにおいて、開成町においては少し歯科分野において施策が遅れているというと

ころを町の中の成人あるいは母子のほうでも考えておりました。健康増進計画が来

年度スタートするに当たって、また、子ども・子育て支援事業計画が同じく総合計

画と３つそろった時期で、それぞれ計画年度は違うのですけれども、そのスタート

の時期で一斉にしっかりと歯科保健対策も力を入れていこうということで、数年前

から計画を立てておりました。 

  ここで妊産婦だけ公費全額補助というところにおいての検討もされましたけれど

も、実際、近隣の状況を見させていただいている中でも、やはりお子さんが生まれ

た後に歯科の健診に行くこととか、妊娠中、今はほとんどの方がお仕事をされてい

る中で、時間を割いて健診に行くというところにおいては、どうしても受診率にお

いて低いという状況があります。 

  その中の状況とかも鑑みながら、きちんと必要に応じて、ここでしっかりとケア

をすること、妊娠中に赤ちゃんの、これから生まれてくる子どもの歯科の根っこが

しっかりとできてしまうというところとか、いろいろなところをきちんと妊婦さん

に認識していただいて、自分の口腔管理を生涯にわたってしていくスタートのとこ

ろというところも考えまして、ぜひ、しっかりと受けていただきたいということで、

全額公費で健診費用を計上させていただいているというところでございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  委員の皆様にお尋ねをいたします。第２ブロックに関しましての質疑のおありの
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委員の方は挙手願います。ありがとうございます。 

  皆様にお諮りいたします。議事の都合上、本日の会議を１７時を回り延長するこ

とに御異議ございませんか。 

 （「異議なし」という者多数） 

○委員長（前田せつよ） 

  それでは、本日の第２ブロック所管に関する質疑をこのまま続行いたします。御

協力、よろしくお願いいたします。 

  それでは、質疑を再開いたします。質疑をどうぞ。 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下純夫です。 

  ページ数４９ページ、２款、１項、７目、地域防犯力向上事業費、ここに９５８

万５，０００円が計上されておりますが、防犯カメラ設置の費用が２４１万９，０

００円です。防犯カメラと日本語では言いますけれども、実際には犯罪、犯行、事

件が起こった後の対応には非常に有効なものの、抑止力として働くのは、むしろ防

犯灯ではないかなと考えております。新興住宅地で新しい家が建って、駅からそこ

に向かうまでの間の通路というか動線に防犯灯がなく、冬場ですと、この時間には

もうとっくに真っ暗というところも多々最近見られます。そうしたことで、防犯灯

１基を、場所にもよると思うのですが、設置するのと防犯カメラと、費用がどのく

らい違うのか、今後の防犯灯の設置の計画も含めて御答弁いただければと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。山下委員の御質問に御回答させていただきます。 

  まず、防犯灯の設置、カメラとの設置の額の関係なのですけれども、まず防犯灯

１基につき２パターンがありまして、みなみ地区に設置している防犯灯というのは

少し大きさが大きくて、額がちょっと高めで、約８万円で設置になります。通常の、

今、それ以外の町の中につけている防犯灯につきましては、１基２万から３万円で

設置ができる仕様のものを設置している状況でございます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  防犯灯、８万とかでつくのかというのが疑問なのですけれども。要は街灯ですよ

ね、あれが幾らでつくのかというのと、今後の計画についても分かっている範囲で

御開示ください。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 
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○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。先ほどの質問、すみません、失礼しました。 

  私が示した額につきましては、既にポールが設置されている状態のときの金額に

なります。失礼しました。もし、ポールからの設置になりますと３０万円近く、１

基、かかるかなと思います。 

  今後の計画的な話になりますけれども、各住宅地に開発等がある場合には、開発

業者がまず確認に地域防災課に来ます。その時点で設置要項に照らし合わせて、必

要なところについては設置を義務づけするようなお願いをしていく形で今は進めて

おります。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  １０番、山下委員。 

○１０番（山下純夫） 

  １０番、山下です。 

  実は、ポール込みだと、私、もう少し高額なものかなと思っていたのですが、カ

メラの場合は、先ほど来、話に出ていた記録メディア等々のこともあって金額が張

るのだなと思いました。防犯灯、そのぐらいの金額という言い方はなかなかできな

いのですけれども、自分の想定よりも比較的安価だったなという思いも含めて言い

ますと、ぜひ、駅から今後、既存の住宅地のほうに向かう中の新興住宅地、通路、

動線、その辺りに防犯灯を設置いただくことを御検討いただければと思います。 

  町長、いかがでしょうか。 

○委員長（前田せつよ） 

  町長。 

○町長（山神 裕） 

  議論は防犯カメラか防犯灯かという比較と、あとは、そもそもそういった暗いこ

とによる犯罪のリスクに対してどう対処すべきかという、幾つかの視点というか、

があろうかと思います。いずれにしましても、それぞれ防犯の抑止、並びに、いざ

犯罪が起きてしまったときには犯人等の早期発見のための機能というものと、町が

暗いことによる様々なリスクという両面から、今後、防犯灯も１つの選択肢として。

あと、必ずしも駅周辺に限った話でもございませんので、それらも含めて検討はさ

せていただきたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  質疑をどうぞ。 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ９番、佐々木昇です。 

  ページ７７ページ、４款衛生費、２項、１目、事業、ゼロカーボンシティ創成事

業費のところでお伺いします。説明、公共施設屋上等の許容荷重調査業務委託料、
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この辺、業務の詳細をお願いいたします。 

○委員長（前田せつよ） 

  環境課班長。 

○ゼロカーボンシティ推進班長（市川幸依） 

  環境課、市川です。委員の質問に回答させていただきます。 

  本事業につきましては、令和８年度に予定をしております公共施設の屋根に太陽

光パネルを設置するための事前調査という形になっております。今回、公共施設と

して想定しておりますのが開成南小学校と文命中学校の２校になります。こちらの

屋根と屋上に対して、何キログラム、重さが耐えられるかというのを事前に調査を

かけた上で、事業者に太陽光パネルの設置についてのプロポーザル等を行って事業

を決めていく形になっています。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  ありがとうございます。太陽光パネルの設置ということで、この辺、設置後の効

果的なものの調査というのはもうお済みなのか。この辺の調査というのはどのよう

に考えているというか、調査がどうなっているのか、お伺いしたいと思います。 

○委員長（前田せつよ） 

  環境課班長。 

○ゼロカーボンシティ推進班長（市川幸依） 

  環境課、市川です。 

  本事業、国の重点対策加速化事業というのを使ってやる関係で、消費割合という

のがある程度決められております。そのために、一応事前に各校から、今、年間で

何キロワット使っているかというデータを取り寄せた上でつけていきますので、そ

こから何キロ削減できたとか費用が下がったとかというところは見ていけると思い

ます。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ９番、佐々木委員。 

○９番（佐々木昇） 

  すみません。ありがとうございます。令和８年度に向けてということですけれど

も、この辺の事業、ちょっと今後の話で申し訳ないのですけど、ほかの公共施設と

かも考えていかれるのか、この事業は南小学校、文命中学校ということで１つの事

業という考えなのか、その辺だけ確認させてください。 

○委員長（前田せつよ） 

  環境課班長。 

○ゼロカーボンシティ推進班長（市川幸依） 
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  環境課、市川です。委員の質問に御回答します。 

  本件につきましては令和８年度までを時限にした国の補助金を充てての事業にな

っていますので、まずは令和８年度、２校をつけて一段落という形で考えておりま

す。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ほかに質疑は。 

  ２番、吉田委員。 

○２番（吉田敏郎） 

  ２番、吉田でございます。 

  ページ数は４９ページ、２款、１項、７目の自転車安全対策事業費のところでお

伺いします。この自転車運転免許講習云々のところの消耗品費が２万７，０００円、

印刷製本費が６万２，０００円、この金額の詳細を教えてください。 

○委員長（前田せつよ） 

  地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  地域防災課、柳澤です。吉田委員の御質問に御回答させていただきます。 

  消耗品費につきましては啓発用の物品の購入になりまして、こちらはヘルメット

に貼るような反射式のシールを今、検討しておりまして、その計上をしております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ２番、吉田委員。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  すみません。 

○委員長（前田せつよ） 

  訂正がございますか。吉田委員、お待ちください。 

  それでは、改めまして、地域防災課班長。 

○防災安全班長（柳澤玄親） 

  すみません。地域防災課、柳澤です。 

  失礼いたしました。印刷製本につきましては、子ども自転車の運転免許証の作成

費という形になります。 

  以上です。失礼いたしました。 

○委員長（前田せつよ） 

  ２番、吉田委員。 

○２番（吉田敏郎） 

  よかったです。 

  こちらの２万７，０００円、６万２，０００円、こちらは４年生になったら自転

車免許証、免許証を交付ということで、これはもう長年続いていることであり、こ
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れからも続けていくということで理解をしておりますけれども、開成町、自転車の

関係で開成町はいろいろ知られていると思いますけれども、こちらの自転車免許証

の交付なのですけれども、こちらは、これからもこのように同じような形で４年生

に対してやっていくのか。その辺、ずっとこれと同じようにやっていくのかという

ことを、まず、お願いします。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼地域防災課長。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

  それでは、お答えしたいと思います。 

  この子ども自転車運転免許制度については、平成１９年から実施しまして、これ

まで令和６年度までで延べ３，６００人を超える児童に運転免許証を発行させてい

ただきました。小学校４年生というと、ちょうど自転車に結構乗り始める時期で行

動範囲も増えてくるということから、引き続き継続して学校と連携を図りながら進

めていきたいと考えております。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 

  ２番、吉田委員。 

○２番（吉田敏郎） 

  このことに関して、小学校４年生。今、最近も、小学生を含め中学生、高校生、

大人も含め、自転車に対するマナー云々、また、よく高齢者の方からも、自分たち

はしっかり左側通行しているのに右側から来て危ない目に何度も遭ったというのを

聞きます。そういうことで、こちらの運転免許証なのですけど、例えば４年生に限

らず、進級したときに、また、あるいは小学校卒業、中学校に入学・卒業等々の切

り目のときに、免許更新という形で、改めてそういう認識。自転車に対するルール

等々の認識に対して改めて感じてもらうために、そういう免許の更新を、もうちょ

っと金額を増やして、かなりの金額にするとなったらなってくるかもしれませんけ

ど、そういう形でこれからやっていくようなことは、お考えはどうですか。 

○委員長（前田せつよ） 

  参事兼地域防災課長。 

○参事兼地域防災課長（小玉直樹） 

  それでは、お答えしたいと思います。 

  中学校については、通年、年間を通してチリリン・スクールというのを学校のほ

うでやっていただいていると認識しております。それ以外の節目のことについては、

学校の授業時間中にやっているということもありますので、学校との調整の上でな

いとなかなか新たな取組というのは難しい部分もありますので、今後の検討課題に

させていただければと思います。 

  以上です。 

○委員長（前田せつよ） 
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  ほかに質疑はございませんか。 

 （「なし」という者多数） 

○委員長（前田せつよ） 

  以上で第２ブロックの所管に関する質疑を終了いたします。 

  本日は、ここまでといたします。明日、第２日目は午前９時より第３ブロックの

所管に関する質疑から行います。 

  これにて本日の予算特別委員会は散会といたします。長時間にわたりまして、お

疲れさまでございました。 

午後５時１０分 散会 

 

 

 


